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調 査

概 要
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調

査

本調 査に 当た り,上 場,非 一ヒ場会社 およびコン ピュー

タ ・ユーザ ー(約7,000件)を 中心 にその他政府,地 方公

共団体,組 合,協 会,学 校,病 院等総数10,364件 を 対象

に アンケー トを送付 した結 果,回 答 率は24.4%(2,525

件)で あった。

これに よると,コ ンピュー タを設置 してい る事業体は

1,525件 で61.5%,設 置 台数は2,505台 で,事 業体1件 当

た り平均1.6台 所 有 している ことにな り,コ ン ピュー タ

の規模 は約40%の1,∞0台 近 くが中型機(レ ン タル料 で

月90万 ～560万 程度)で 占め られていた。

また,62.7%に あ たる1,094件(企 業単位)が 国産機

を使用 して いる。

コン ピュー タを設 置していない もの につ いては,今 後

設置 を予定 している ところが,370件 もあ り,総 数400台

近 いコン ピュータの導入 を計画 してい る。

コン ピュータに よる業務処理状況では73.1%に の ぼる

1,846件 が 行な ってお り,そ の うちコンピュー タ使用 の

効果 を認 めてい る ものが64.4%の1,188件 で あ った。

調査結果の概要

コン ピュー タの適用業務 とコン ピュータの利用形態 と

い う二つの角度 か ら見 る と,コ ン ピュー タの適用業務で

は,事 務計算,技 術計算,共 通業務,生 産 業務,販 売 業

この調査は,昭 和45年 度事業の一環として(社)ソ フ ト

ウェア産業振興協会に委託して実施したものであり,コ

ンピュータの普及とともに増大するソフ トウェアの需要

に対し,コ ンピュータの適用業務およびその利用形態に

関する実態と将来の動向を把握 し,今 後のソフ トウェア

開発の方向付 けを検討 してゆくための基礎資料とするも

のである。

全 体

事務 計 算
42.0
5,627%

図1業 種別の業務内容の内訳

一1一



∫1PI)ECジ ャー ナ ル

務の5ブ ロックに分 類 しさらに各 々のブ ロックを細分 し

総計27の 業務を設定した。利 用形態 は,自 己のプ ログラ

ムで自分の と ころで処理 －A,自 己のプ ログ ラムで外部

に委託－B,外 注(ま たは購入)プ ログ ラムに よ り自分

の ところ で処理－C,プ ログ ラム,処 理 とも外部に委託

－D
,の4タ イプを設定 し,「 適用業務」 × 「利 用形態」

=「 処理件数」 を調査 し
,ま た 「処理件数」 を分析す

るために,業 種,資 本金,年 間売上高,従 業 員,コ ン ピ

ュー タ専従者,コ ン ピュー タ導入年度,コ ン ピュータ ・

スケール の7項 目について検討 した。なお業 種 は 製 造

業,非 製造業,非 営利 事業 の3ブ ロ ッ ク に ま とめ7。

コン ピュー タを利 用 してい る1,846件 の 業務処理件数は

13,391件 で1件 あた り7.26件 で あるが,製 造業関係は

55.4%で 過 半数 を示 している。 これに対 し,非 営利事業

は,コ ン ピュー タを利 用している事業体が20.9%で あ る

のに業務処理 件数 の割合 は9,6%に す ぎないのが 目立 っ

てい る。

また,コ ン ピュー タの適用業務 を業種別(図1)で 見

ると全体 で事務計算 が業務 の4割 以上を 占めてい ること

がわか る。 と くに非営利事業に限 っていえば57.8%と い
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う高率にな ってお り,反 対に生産業務,販 売業務にコン

ピュータを利用しているのは非営利事業では非常に少な

くなっていることをみると各業種の特性を反映している

といえよう。次に事務計算,技 術計算,共通事務について

みると図2の とお りである。 「事務計算」に対して 「技

術計算」や 「共通業務」は,コ ンピュータ導入年度の古

いほど,コ ンピュータ ・スケールの大 きいほど,あ るい

は,資 本金,年 間販売高,従 業員など企業スケールが大

きいほど,業 務構成比率が高 く,い わゆるコンピュータ

の高度利用が進んでいると見てよい。

つぎにコンピュータの利用形態 としては(表1)A,

B,C,Dの4タ イプに分けたがB,C,Dを 合わせた

ものを外部依存率 とみると,外 部依存率が最 も高いのは

「技術計算」であり22.3%を 占める。また業種別に外部

依存率を調べてみると製造業は11.1%,非 製造業は13.3

%と あまり変 らないが,非 営利事業は29.2%と 異常に高

い。 これは この業種において非常に大 きなウェイ トを も

つ税金計算の外部依存が半数に近い数を示しているから

である。

将来の動向

コンピュータによる業務処理の動向は現在を基準 とし

てどの程度拡大,伸 長してゆ くかを 「拡張率」 としてみ

全 体 事務計算技術計算共通業務性産業務販売業務

Aタ イプ

Bタ イプ

Cタ イプ

Dタ イプ

86.4%

4.2

2.9

6.5

85.0%

3.3

2.8%

9.0

77.7%

12.1

4.6

5.6

87.9%

3.7

3.5

5.0

92.1%

2.4

2.2

3.3

89.0%

3.5

2.3

5.2

計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

外部依存率

(B+C+D
13.6 15.0 22.3 12.2 7.9 11.0

表1適 用業務別の利用形態

ている。現在行なっている業務は将来 も続 けて行な うと

い う仮定をし,将 来は2～3年 先 とい う抽象的な表現を

用いた。 これによると,こ れから拡張率の高 くなると思

われる業務 と,低 くなると予想される業務にはっきり分

けられる。すなわち,現 在かな り利用 され,進 んでいる

「事務計算」業務は,拡 張率が低 く,反 対に生産業務,

共通業務の拡張率は高 く,今 後処理件数が大量に伸びる

ものと思われる。また将来の 「外部依存率」はあま り大

きな変化はみられず,た だ,ソ フ トウェア市場の中核に

なっているプログラム外注の拡張率が,2倍 近 くの伸び

が予想 されるのが目立 っている。

業種別の概要

業種別の概要 につい てみ る と図3,図4,図5の とお

りである。

ユ社当 りの業務処理件数

]
7、3件

一

4皮張率
・ "

事務計算
143

・ 一 36.7%
117

. '

技術計算

一 11.8%

.

145
.

外部依存率

, .
{..
120 35

1|
4050

11.1%

147

・ ・

共通業務

販売業務

14.4% ・ .

生産業務

ユ4.5%

165

156
一 一22.6%

163

全 体1社 当 りの 業務処理件数

7.25件
一

拡張率 _事 務計衿

142 42.0%

118

一 技術計算

_10.5%
143

1

1 . .1

外部依存率 1020304050

13.6%
一 、

145 一

共通業務

_15.1%

販売業務 175%

17.3%
148

一

生産業務
一15
.0%

数値は上段:現 在

下段:拡 張率

(適用業務の下にある数字は構成比率と拡張率を示す。なお内側の

太線は現在,外 側の細線は将来を示す。以下のグラフ全て同様である)

図3製 造 業 の 概 要

167

一 は現在

は将来

一3一
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「製造業」の場合,全 体の中に占める業務処理件数の比

率は55.4%と 過半数を占めているのであるが,「 生産業

務」は83.3%と ほとんど製造業に集中しているのが注目

される。また 「生産業務」中の個別の業務が全体の中で

どのような比率を示しているか とい うと,や は り生産業

務以下,生 産業務全ての業務が平均 し て 製造業に集中

している。また製造業内の業務処理件数の構成比率でみ

ると 「事務計算」が36.7%と わずかに低 く,外 部依存率

も全体の13.6%に 比べて11.1%で やや低 くなっている。

「非製造業」は,こ れに対し,業 務処理件数では全体

の35.0%で あるが,「 販売業務」の占める比率が52.1%

と非常に高 くなっている。そして技術計算,生 産業務が

極端に低 くな っているのが特徴といえる。

「非営利事業」 としての内容を見ると,全 体の中に占

める業務処理件数の割合は9.6%と 低いが,技 術計算は

20.6%と 非営利事業内の割合でも事務計算の57.8%に 次

いで22.6%と 高い位置を占めている。 これはい うまでも

な く,業 種の もつ特殊性を反映しテこものであり,非 営利

事業 としての内容を見た場合,生 産および販売業務の割

合が極端に少ないといったはっきりした傾向があらわれ

ている。そしてもう一つの注目すべ きポイン トは,非 営

利事業の外部依存率が29.2%も あるとい うことである。

これは製造業の11.1%,非 製造業の13、3%に 比べかな り

高 く,外 部依存度はきわめて強いといえようし,と りわ

け内容的に事務計算の全部一括外注のケースがかな り多

く,今 後ソフ トウェア産業の有力な市場を形成するもの

と思われる。

●

1祉 当りの業務処理件数

.6.9件

拡張率
事務 計

46.2%
143

.

121

技術計算

5.2%

〃
/10120 30 401680

| ' 1 ,.

外部依存率

13.3% . ・

ユ55
,

方 共通業務
販売業務 16.4%
25.7%・ .

生産業務 190
141

■. 6.5%

18.4

図4非 製造業の概要

1社 当りの業務処理件数

_3.3件 事務
57.

拡張率 一 1

129 一
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122・
` 1 . `

1
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, '10
630 4b 50

. .
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126 一
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販売業務 178
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140
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図5非 営利事業の概要
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・センターの経営者 は ,

評 価尺度法は,

点 として(3,

リビ ュー トを持 たせ,

6

＼
5

7

図6
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情報処理サービス業経営者の意識調査

当財団では,こ れまで数回にわた り情報処理サービス業の実態調査を実施してきた。従来の

調査は,主 として年度毎の経営数字の把握を中心にしたものであ り,今 年度は,情 報処理サー

ビス業として,新 産業分野で着実に地歩を固めつつあるコンピュータ・センターの経営者が,

なにを考え,ど のような問題に直面 しているかを把握するため評価尺度法をもちいて分析調査

を行 な った 。

アンケー ト法 によ り全 国約300社 の コン ビ 設 計 した ものであ る。 したが って質 問の内容 につ いて平

ターに質問票を発送し,136社 か らの解答 均的な解答は,正7角 型(図6)と なり,好 意的解答に

もとつ いて分析 を行な った もので ある。 は,左 方傾斜 し(図7),ま た右 へ傾 けば(図8)否 定 的

の意識分析についてみ る と,コ ン ピュータ とい うことにな る。 また(図9)の よ うに両方 に偏 よ っ

経営者は,ま った く新 しいタイプのコンビ て分布すれば相対立するグループに分極することを示し

ター とい う新 企業をお こし,し か も情 報処 てい る。

として定着 させ よ うと努力 してい るわ けだ 要 員問題 では,キ ー ・パ ンチ ャ,オ ペレー タ,プ ログ

経営 上 どの よ うな問題に直面 し,ま たなに ラマ,シ ステムズ ・エ ン ジ ニ ア,中 間管理者等につい

力 しているかについて分析を試みた もので て,充 足率,定 着率の設問をもうけた。

法は,要 員,販 売政策,財 務,投 資計画,例 えば,プ ログ ラマの充足率 についてみ る と図10の よ

ついて大 きく五グルー プの設問群にわ け,う な分 布を示 している。

問を配し主に評価尺度法 を採用し一部に多 プログラマの充足率に対しては,あ る程度充足感を感

とり入れて ある。 じてい るグル ープが総計65.5%あ り,一 方 ネガテ ィブな

,各 設 問項 目ご とに百分比を出 し,こ れを 見解 を示 す ものが29.4%で,ほ ぼ2:1の 比 率 をみせて

式 を とってある。 い る。 中立的意見 は,わ ずか5%で,中 立的 もし くは無

は,1～7段 階の尺度 を もうけ,4を 中立 関心 な経営者 は きわめて少数 といえる。

,2,1)を(-1,-2,-3)の ア ト キ ー ・パ ン チ ャの 充 足 率 に つ い て み る と図11の よ う に
●

持 たせ,(5,6,7)に は(+1,+な る。 この図は,プ ログ ラマの場合 と似か よったパ ター

属性尺度 として得点を設定して質 問内容を ンを示 しているもののプログラマの場合より否定的面に

35

4

35

、

4

35

4

3

62

26

1717

平 均 型 図7好 意 型 図8

6
22

171

否定型 図9分 極型
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重みがかかっているといえる。 これは結局キー ・パンチ

ャの方が新規補充時に感じる確保困難性をあらわしたも

の とみている。

これを営業セールスマンの充足率についてみると図12

5

7

の ようになる。

内部戦力 であるキー ・パ ンチ ャ,プ ログ ラマ,シ ステ

ムズ ・エ ンジニアな どは,割 合充足 感が あるが外部戦力

である営業 セール スマンとな る と否 定的解答

1

2

募集してもまった くいない

2募 集難である

3や や不足している

4ど ちらともいえない

5や や充足している

6ほ ぼ満足に充足している

7有 能なプログラマが充足 している

図10プ ログラマの充足率

百 分比(%)

0.0

5.3

24.1

5.3

31.6

30.1

3.8

6

4

30%

20%

10%

1募 集 してもまった く集 らない

2募 集しても集らない

3や や不足している

4ど ちらともいえない

5や や充足している

6ほ ぼ満足に充足している

7非 常に充足している

図11キ ー ・パ ンチ ャの充 足 率

百 分比(%)

0.0

6.8

31.0

2.3

19.5

33.1

6.8

4

7 1

1適 任者がまっiく ない

2な かなか適任者がいない

3や や不足ぎみ

4ど ちらともいえない

5や や満足している

6ほ ぼ満足している

7腕 ききが十分にいる

図12営 業関係セールスマンの充足率

百 分比(%)
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にな り,非 常に人材不足感が強いようである。

次に業界の競争状態についてどう感 じているかについ

てみてみると,ま ず自社の営業体制について競争上能力

の限界がある

かどうかの質問をもうけたがこれの解答は図13の ように

なった。能力の限界を感 じないと答えたものが5.2%あ

るが,65.2%の 経営者が競争上営業体制に限界を感じて

いると答えている。 この数字には経営者の現実の苦悩が

にじみでているともいえよう。

また受注する上で値引するか という答には図14の よう

な解答を得ている。

これはダンピング競争について質問した もので,い わ

ば残酷な問である。 これにたいして57%の 経営者がダン

ピングもありうると率直な解答をよせてきている。 ダン

ピングに否定的解答をよせたものはわずか2割 程度にと

どま ってい る。

コンピュー タ ・メーカーのサー ビスにつ いて も設 問を

もうけてあ る。(図15)

い ま の ところ不 満はな いか ら非常に よ くや って くれ る

と好意 的解答 を よせナこものは28.8%で,メ ーカーへの不

満を表 明す る ものが50.4%と 過 半数に達 してい る。 また

わずか1.5%だ が,ま った く不親切 だ と答 えた センター

も現 に存在 している。

コン ピュー タ ・セ ンターの経営 をや ってみて当初計画

どお り目標 を達成 で きたか どうか とい う質 問に対 しては

図16の よ うな解答 を得 た。

ま った く幻滅 を感 じた経営者は さ す が に ゼ ロであ っ

たが,思 わぬ苦情 が多 く,か な り経営がむずか しい と答

えた ものが42.6%と か な り多 く,中 立的見解は ほ とんど

ないが,か な りうま くい っている とするグル ープが52.3

6

4
3

ー

ウ
好

0
δ

4

5

6

7
・

ま った く感 じナこことがな い

感 じない

まあ感 じない

どうともいえない

ときどき感 じることが ある

たびたび感 じることがあ る

非常 に数 多 くあ る

図13営 業規模機械設備の能力限界
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%と 勢 力分 布は相半ばし,み ごとに分極 してい る。

将来計画については,デ ー タ ・プ ロセ ッシングに徹す

る とか,パ ンチ ・カー ド,印 刷用紙,磁 気 テープな どの

消耗品販売 まで手 をのばす,さ らにはシス テム ・コンサ

ル タン ト,シ ン クタンクな ど総合情 報産業分野にまで脱

皮してい くかな ど,そ の あ り方に もいろい ろの議 論のあ

るところである。 まず現実の事業計画 につ いてみ ると,

非 常に堅実 な経営者 が関心 を よせ てい る投資順位は次 の

とお りであ る。

1.人 員増24・8%

2.処 理 システム全体23・8%

3.周 辺 機器17.4%

4.中 央 処 理装置13.8%

5.土 地 家屋11.5%

6,新 規 事業8.7%

さ て,将 来像については どの よ うに考 えてい るで あろ

うか,コ ン ピュータ ・センター自体の成長性について あ

る程度 の期待 をいだいているよ うであるが,将 来は兼業

を考 えている,ま たはすでにコンサル テーシ 。ンを行な

ってい るとし7cも のが95%か らの回答 を よせてお り,今

後 と もデー タ処理 専業 と答えた ものはわずか5%で あ っ

た。

最後に通信回線の 自由化については,ほ とん ど反対 す

る ものはなか っナこ。 しか し,電 々公社のデー タ通 信サー

ビスつい ては影響が大 きい と答 えたのが31.1%,テ リ ト

リーが異 なるので関係 ない としナこものが20.7%,問 題 な

い,ま たは認識 が高ま ってか えって好 い と答 えた ものが

48,2%と 非 常に意見が分れた。

σ

7

2

1

2

3

4

5

6

7

まっナこく不親切である

不満がある

やや不満足

どちらともいえない

いまのところ不満はない

満足できる状態

非常によくやって くれる

図15コ ン ピ ュー タ ・メー カ ー の サ ー ビス
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経 営 情 報 調 査
・工作機械工業,造 船業 複合輸送業

本調査は,経 営情報システムに関する諸問題を解決するナこめの,

情 報のニーズと情報の体系化調査を業種別のケース ・スタディとし

て実施したもので本年度は,工 作機械工業,造 船業,複 合輸送業の

3業 種を取 り上げた。調査は昭和43年 度 より継続 して実施している

もので3カ 年で10業 種 を調査分析した。

麟 ・

鱒器謁麟灘参
、ぎ 漣 一 、

工作機械工業における経営情報調査

工作機械工業は,資 本財産業 としてその意義は大 きい

が,そ の環境は楽観 を許 さない状況下にある。特に情報

化指向の中にあって,企 業内情報処理および情報の系列

化,関 連グループ形成等において,必 ずし も他業界に比

べ水準が高いとはいえない。 これは業界自身それな りの

理 由もあり,例 えば,量 の割 りに機種が多 く,関 連部品

メーカー等を入れると規模の小さい企業が乱立している

のが実状である。したがって企業の特性として以下のこ

とがいえる。

1.多 種少量生産体制である

2.生 産設備財である

3.労 働集約的である

4.固 有技術度が高い

これ らの特徴が,あ る意味で工作機械工業界のコンピ

ュー タの高度利用 を妨 げる要 因 とな ってい るため,こ れ

を解決 すべ くアプ ローチ とし,以 下の ごと く経営情 報シ

ステ ムの検討 を行な った。

MISへ の アプ ローチ とい う立場か ら,図17の 「経営

管理機能関連 ブ ロック表」 を想定 しナこ。 これは,5つ の

レベル と5つ のステ ップにブnッ ク化 しノこものである。

5つ のレベルは次 の とお りであ る。

0レ ベルー予測 シス テム

1レ ベルー プランニング ・シ ㌦テ ム

2レ ベルーオ ペレー・シ ョナル ・プ ランニング ・システ

ム

3レ ベルー フ ァイル ・システ ム

4レ ベルー オペレー シ ョナル ・システム

今後,MISへ の アプローチのiめ に,個 々のレベル

での検討 は加 え られてい るが,こ の5つ のレベ ル毎 に一

元化 されたデータ ・ベ ースの システ ム化 と同時に各レベ

一9一
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ル間の トータル化 が課題 とな るであろ う。 システ ムの進

め方 としては,オ ペレーシ 。ナル ・レベルか ら遂次進 め

ざるを得ないが,最 終 的には1レ ベ ルのプ ランニング ・

システムで表現 された経営者 の判断,指 示 が4レ ベル の

オ ペレー シ ョナル ・システ ムにおいてな され る伝票発行

指示につなが るはずである。 この ことは,ボ トム ・ア ッ

プ式管理か ら,ト ップ ・ダ ウン式管理体制へ の脱皮 を意

味す る ものであ る。

5つ のステ ップは下記 の通 りである。

1ス テ ップー 「何 で」 のブ ロックで資 源管理ブ ロック

である。

2ス テ ップー 「何を」 のブ ロックで企業の取扱 う物を

決定す る管理 ブ ロックである。

3ス テ ップー 「如何 に」の ブ ロックで管理指数 および

原単 位を管理 するブロ ックであ る。

4ス テ ップー 「す るには」 「すれば」 のブ ロックで,

この システムの1レ ベルでは,最 適 化 モデル として

の シ ミュレーシ 。ンお よび机上追跡 の計算機能を持

ち,4レ ベルでは実際のオ ペレ一一シ ョナルの追跡機

能を持つ。更に これはス テータス ・フ ァイルへの実

績デー タの フィー ドバ ック機能 を も含 む。

5ス テップ・一 「ど うな る」 「ど うな った」 の評価 ブ ロ

ックであ り,こ のステ ップでの4レ ベル では計画実

績 の差異 の分析を行ない,関 連 しナこブ ロックへの フ

ィー ドバ ックの機 能を持 ち,ロ ジ ックの変更 や原単

位 の メンテナンスは人間が介入す る。 また この ステ

ップでのプ ランニング ・システム,オ ペレー シ ョナ

ル ・プ ランニング ・システムでは,パ ラメー タを介

してシ ミュレーシ ョンに よ り,計 画の評価をす る。

この想定 した経営管理機能関連ブ ロック表 の指向 す

る ところは,一 言 でい えば 「手配の 自動 化 に 始 ま

り,手 配の最適化に終 る」 といえ る。
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造船業における経営情報システム

造船業は,現 在多品種少量生産の典型的な産業構造を

有している。その特徴を大 きく分類すると次の3つ に集

約 されるであろう。

1.労 働基約型産業

2.個 別受注生産

3.総 合組立産業

しかし,最 近造船業は,自 己の体質を改善しつつ発展

してきてお り,従 来の労働集約的な体質か ら,か な りの

程度まで資本集約型,技 術集約型へ と脱皮 し て き てい

る。一方,経 営面では,い わゆる科学的方法による経営

情報を運用しているとはいえない。その理由は次の点か

ら指摘 されるが,こ れはそのまま現在の造船業の経営上

の特質 でもあるわけである。第一の理 由としては,特 定

顧客を対象としていること。一隻あた りの契約金が巨額

であ り,個 別注文生産であるので顧客動向などよりは特

定顧客の確保が重要な意味を もつ。したが って実際の営

業活動にあたっての需要予測 とかマーケッテ・fング等の

科学的方法はあまり意味がない。むしろ早耳 とか個人的

なつなが りとかが重要な役割を もっていた。

第二の理由は,経 営の実体把握が容易であること。利

益を確保するためには,

1.船 価を有利に決める。

2.船 台の回転率をあげる。

3.生 産規模を拡げる等 を確実 に実施すればよ か っ

た。

第三の理由は,造 船業は,国 家政策と密着 した関係に

あることである。現実に国内船は,計 画造船 と呼ばれる

国家の財政資金で行なわれ,輸 出船 も政府の融資政策に

よりそのシェアを拡大 して行なった。

しかし,需 要の増大に対処するための設備投資の増加

および労働型からの脱皮のための対応策 としての省力化

・投資の増加 という二つの点か ら,最 近になって近代的

な経営情報システムの必要性が認識 されてきた。

これ らをもとに,こ こでは大型新造船計画のためのプ

ランニング情報を分析した。 これを戦略的計画としての

長期プランニングと,戦 術的計画としての短期プランニ

ングとに区別し,そ の関係は図18の如 くなる。

日本の造船会社は一般に,単 に船舶の建造,修 理を行

な っているの みならず,そ の比重に差があるが,化 学

プラン ト,橋 梁,各 種クレーン,舶 用 ・陸用エンジン,

車輌,航 空機等の生産を行 な って いる総合重工業であ

る。したがって,戦 略的長期計画は,プ ロダクト・ミッ

クス,戦 略的製品の決定が最 も重要な機能である。 ここ

では,造 船業としての性格を出すため船舶事業部におけ

る長期経営計画を中心に進めてお り,全 社的なプロダク

ト・ミックスの一環 として,長 期経営計画上の売上高,

利益,使 用資金,付 加価値等の大枠の目標は既に与えら

れているもの として考慮 した。船舶事業部における主な

1ξ期 プ ラ ンニ ン グ ・シ ステ ム

短 期 プ ラ ンニ ン グ ・シ ステ ム

長 期 計 画

受,E_________

〉

∠===中 期,11画

/ン/1

/ン!1
短 ヅ ト両(se!?=」'・Sl:魯鞭 予算)1

/1
・

J

茸

○
(現 在)

図18大 型薪造船計画のためのプランニング情報関連
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業務は,商 船の新造,修 理,改 造,艦 艇,そ の他(パ ー

ジ,海 洋機器,水 中翼船,ホ ーバークラフ ト等)の 建

造である。長期経営計画としては,ま ず新造需要予測を

大前提 としているが,船 舶の場合,世 界経済,政 治,社

会的要因の影響が大 きいので非常に複雑である。 ここで

は,海 上荷動量 と必要船腹量の予測 とこれに対する供給

力を予測 し,こ れに船舶の未来像を加味した総合長期プ

ランニングを行なった。

長期プランニングが戦略的,予 測的,長 期 目標的性格

を持つのに対して,短 期プランニングは戦略的,実 行的

性格を有する。短期プランニング ・システムとして,造

船業では次のような計画を通常実施している。

(1}期 間単位の経営計画(図18参 照)

・中期経営計画(広 義の短期計画)…3～4年 先を

カバー

・短期経営計画(狭 義の短期計画)… 半期～1年 先

をカバー

(2}プ ロジ ェク ト単位の受注戦術

中期計画は,線 表を中心とした受注 ・生産計画,人 員計

画,設 備計画が中心 となる。中期計画は長期計画の具体

的展開である。また図18の ように船舶の先物受注 とい う

性格よりみれば,半 期～1年 を範囲とする狭義の短期計

画は造船業にとっては,総 合予算,年 度予算 と呼ばれ,

計画とい う性格が少ない。造船業にとって重要な意味を

持つ 「受注戦術」の内容は,船 穂,船 主の選択,船 価,

納期,支 払条件 ・仕様の決定である。また受注戦術のサ

イクルは基本設計が大きな位置を占め,そ の結果は対外

的(顧 客)に 重要なばか りでな く,対 内的に も後段工程

における設計展開,生 産管理,利 益管理,購 買管理等の

源流情報となる点 も重要である。 この意味から短期プラ

ンニングとしては,受 注戦術を中心 として,基 本設計お

よびプライス,コ ス トの問題を詳しく検討した。

複合輸送業における経営情報調査

輸送業は,物 的流通諸活動を有機的に結び付けた協同

輸送体制の編成へ と向かいはじめナこ。即ち,流 通業者は

多 くの商品を生産する製造業者の要請に ごナこえるため,

包装,保 管,積 み込み,輸 送,途 中積み換え,配 達,開

装 といういくつかの過程を合理的に,迅 速,安 全に処理

することが必要である。 この様に,物 的流通 とは各種の

個別機能領域を含んでいるが,こ れらの個別領域を個々

独立的に合理化をはかって も,物 的流通の効率化は達成

されない。 これらを総合した物的流通システムの確立が

指向されなければならない。

とくに,物 的流通の主要な構成をなすものは,輸 送 と

保管の二つの領域が中心となる。 この二つの機能 と,そ

の補助的要素の管理がなければ,こ の物流機能の総合的

管理は不可能である。従来,こ の物的流通のシステム化

は困難であるとされていたが,海 運輸送を中心 とした新

しい複合輸送,シ ステム輸送が生まれつつある。本調査

はこれ ら複合輸送業として,上 記の物的流通活動に情報

流通活動を組み合せることによって経営情報システムの

現状分析を行な った。プランニング情報については,需

要予測,長 期収支計画を,ま たオペレーシ 。ナル情報と

しては,物 資別輸送情報 というタテ割 りの情報体系のな

かで代表的なコンテナ輸送システムを中心 としている。

プランニング情報の需要予測は,船 舶需要を中心に,

世界貿易量 と主要貨物の海上荷動量(石 炭,石 油,鉄 鉱

石,穀 物等)を ベースとしている。長期収支計画は,定

期船,不 定期船に大別され,各 部門毎に長期にわたる諸

計画が立案され,最 終的にはこれが総合され,企 業活動

の基本方針 となっている。 これ らの骨子になる諸計画は

次の ものが含まれている。船腹供給計画,配 船計画,資

金計画,集 荷計画,運 航管理計画,要 員計画等。

また一方,物 的流通システムは,外 部 とのネッ トワー

クを基礎 として成立する、ものであり,ネ ットワーク内の

それぞれの企業が相互に有機的な関連をもって発展,高

度化を遂げることにある。輸送業界における情報ネット

ワーク形成の現状をみると,ま ずオペレーシ ョナル情報

のネットワークについては,コ ンテナ輸送システムを中

心にしてネッ トワー ク・システムの形成が進みつつあ

る。したがってオペレーシ ョナル情報としてコンテナ輸

送を取 り上げ,こ れを対比 させる意味で鉄鋼一貫輸送シ

ステムも調査しナこ。
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オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム技 術 の 動 向

オ ンライ ン ・システム の発展

コン ピュー タの普及発展 とともに,コ ン ピュータ と通

信回線 とを結合 して行な う遠 隔情報処理 システムすなわ

ちオ ンライ ン情 報処理 システ ムの利用 は,増 加の一途 を

た どってい る。 この ような情報処理 のオン ライン化の傾

向は,わ が国においては,電 々公 社が最近 開始 した加入

デー タ通信サー ビス と専用デー タ通 信サー ビスの例 によ

って も示 されてお り,ま た近 くいわゆ る通 信回線 の開放

が実施 され る ことにな る と,こ の傾向は一層顕著な もの

となろ う。

アメ リカにお けるオ ンライ ン・システムは,タ イム・シ

ェア リング ・システム,リ モー ト・バ ッチ ・システ ム,

その他の種 々の オンライ ン ・リアル タイ ム ・システム,

リモー ト・コン ピューテ ィング ・システム等の領域にお

い て発展を続 けてい る。 アメ リカにお ける今後の予測 と

しては,1970年 現 在,一 般 ユーザーを対象 としたオ ンラ

イン ・サービスの年間売上 げが1,240億 円,1975年 は こ

の5倍 の6,500億 円 とな り(図19参 照),ま た端末装置

は現在19万 台,1980年 には その13倍 の243万 台 とな るだ

ろ う。

この よ うなオ ンライン ・システムの発展 を支 える もの

はオ ンライ ン ・シス テム技術 の進 歩であ り,こ れが コン

$5!

$4B

$3B

$2B

$1B

,/$4.21B

/そ の穆/$3
,12B

//'ソ7・Ti.z/

/,.ラ ・・麟$1'50B

1966196719.68]969197019711972197319741975

図19ア メ リ カ に お け る 一 般 ユ ー ザ ー を 対 象

と し た オ ン ラ イ ン ・サ ー ビ ス の 売 上 高

ピュ一 夕 ・パ ソー ・ユー ティ リテ ィやイ ンフ ォー メーシ

ョン ・ユーテ ィリティへの発展の道を開拓 しつつあ るの

である。

オンライン ・システムは,通 信 システムとコン ピュー

タ ・システムが結合 された新 しい システムであるが,コ

ン ピュー タ/通 信間 に存在す る業務上,技 術上の諸問題

の解明 とその解決 に多数 の国民 が参加 した ことは,日 米

両国 と もその軌 を一 にしてお り,情 報化時代にお ける こ

のシステ ムの重 要 さを物語 る もの として興味深 い。

アーキテクチャとシステム構成

〔1〕 ア ーキ テクチ ャ

(1)オ ン ライン ・システ ムの具備 すべ き条件

① システ ムの信頼性の高い こと。

② オ ンライ ンで使 用で きる大容量 の ランダ ム ・ア

クセス記憶装置が ある こと。

③ レスポンス ・タイ ムが速 く,シ ステ ムの効 率が

よい こと。

④ 使 い易い端末装置が ある こと。

(2)ア ー キテクチ ャの改良の方向

① 使い易 さの追求。

② 高いパ フォー マンスの実現。

③ システ ムの総合信頼性の向上。

(3)最 近 発表 されkコ ン ピュー タ機種の特徴

最近発表 されたコン ピュー タの主 な機種は,IBM370

シ リーズで見 られ るよ うに,新 しい ハー ドウ ェア ・テ ク

ノロジーを導入 して,パ フ ォLマ ンス/コ ス トの改 善が

はか られている。 そして新技術の特徴 としてオン ライン

機能 が強 化 されてい ることがあげ られる。

(4)互 換性

新 機種 と従来機種 との互換性 については,そ の大 部分

が プ ログラムお よび周辺装置に関 し,upwardcompa-

tibleと な っている。

(5)そ の 他の特徴
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マイ クロ ・プ ログラ ミング技術を採用す る もの(フ ァ

ー ムウ ェア)が 多 くな った こと,ICメ モ リが多 く用い

られ るよ うにな り,主 記憶装置 をすべ てIC化 した もの

もあ らわれた こと,特 に高性能 デ ィス ク装置の出現は オ

ンライン ・リアル タイ ム ・システ ムの機能 向上に役立 つ

ことな ど。

〔2〕 システム構成

(1)ア ベ イラビリテ ィ

オ ンライ ン・リアル タイム・シ ステ ムでは,コ ン ピュー

タの アベ イラビ リテ ィ(有 効稼動率)の 大 となる ζとを

厳 し く要求 する。 この ため各装 置の アベ イラビリテ ィの

向上だ けでな く,シ ステ ム構成 の上 において も対 策 を講

じなければな らない。 これにはfailsafesystemと

failsoftsystemが あ り,装 置の二重化 やマル チ・プロセ

ッサ・システムの採用等 が行なわれ る。今後 マルチ・プ ロ

セ ッサ ・システムが広 く用 い られ るよ うにな るであろ う。

また特殊 な,コ ン ピュータ ・ネ ッ トワー クを組む こと

に よ り,1シ ステムが ダウンした とき近隣 のシステムが

これをバ ックア ップするよ うな ことも考 え られ る。

(2)デ ー タ ・ベー ス管理 システ ム

オ ンライ ン ・リアル ・タイ ム ・システムの需要が 多 く

な るにつれて,ラ ンダム ・アクセス記憶 装置,特 にデ ィ

スク ・パ ック記憶装置を中心 としナこシステ ムへ の移 行が

見 られ る。 このため,従 来個 々の アプ リケーシ ョン ごと

に作 られていたフ ァイルを総合 して,デ ータ ・ベ ース ・

システムで管理 することが行 なわれるよ うにな った。

(3)ミ ニ ・コン ピゴ一夕

最近 ミニ ・コン ピュー タは,従 来の簡単な科学技術計

算 や制御用 に使用 され る外に,通 信分 野へ の応 用が盛 ん

にな り,オ ンライン ・システムの端末 装置や通 信回線 の

制 御用,集 配信用,メ ッセージ交換用な どに使われ始め

た ことは特 記に値す る。

(4)TSS

TSSに つ いては,技 術的になお多 くの問題 をかか え

てい るが,コ ン ピュー タの オンライ ン ・システムの主流

として定着 しつつある。

(5)今 後 の期待

コン ピュー タ ・テ クノロジーに対 す る今後の期待は数

多 くあるが,そ の二,三 をあげれば,コ ンピュー タのパ

ターン認識が 画期的 に進歩し,デ ータの入力 が 手書文

字や音声で行なえるようにしたいこと,ま た光 メモリや

半導体メモリな どの大容量で安価なアクセス ・タイムの

短いメモリが使えるようになること,液 晶や半導体技術

などを利用した安価なディスプレイ装置の出現などがあ

る。

ハ ー ドウ ェア

(1)Cacheの 出 現

最近にお けるコン ピュー タ本体 の方式設計上の進歩 と

して,IBM360/85やIBM370/155な ど で見 られ る

"Cache"と 赤 ばれ るICを 使
ったバ ッフ ァメモ リの採

用 があげ られ よ う。 これ を使 えば,ビ ッ ト当た りの単価

の安い比較的低速 の大容量の主記憶 装置に対 してその実

効的速度 を著 しく高 める ことがで きる。

(2)マ イ クロ ・プログ ラ ミング方式の一般化

新機種の方式設計 で変 って きた ことの一 つ として固定

記憶装置 を使 うマイクロ ・プ ログ ラ ミング方式が一般化

して きた ことがあげ られ よ う。 コ ンピュー タの基本的な

動 作は,す べてマイクロ ・プ ログ ラムに よってあ らわさ

れ,そ の構成は きわめて簡単にな る。 また マイ クロ ・プ

ログラ ミングの技術 は,各 メーカーの新 旧機種間は もち

ろん,他 メーカーの機種 との間に互換性 を もたせ る上に

重 要な役割 を果す ものであ る。

(3)論 理 素子の動 き

コン ピュータの論理素子 として種 々のICが 使 われて

きたが,こ れ らのICの うち,高 速 の ものはCML

(CurrentModeLogic),低 速 ない し中速 の ものはTTL

(TransistorTransistorLogic)と い うことに収蔵 さ

れたよ うであ る。LSIに つ いては,当 初(1965年 頃)予

期 したほどには発展を見なか った。 その原因は技術的な

困難 さよ りも,多 種少量生産 とい うことを半導体 メーカ

ーが嫌 うことにあ る。

(4)主 記憶 装置の動 き

フ ェライ ト磁心は,主 記憶装置の主流 としてまだその

生命 を保 って いるが,最 近はCacheの 出 現等 に よ り,

磁 心 メモリの速度 の向上 よ りも価格 を安 くす る ことに努

力 の重点 が移 行したよ うに見 える。 磁性 薄膜 や メッキ線

な どが,フ ェライ ト磁心 に代 る主記憶装置にな るだろ う
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との予測 も,種 々の原因か ら当た らずに終 った と見 られ

る。

IBM社 が 使 ってい るICメ モ リは,バ イ ポー ラの も

のであるが,近 い 将 来 バイ ポー ラは高速を必 要 とす る

Cache用 に 使い,主 記憶 装置用にMOSが 使 われ るだろ

うとの観測が行なわれ てい る。

(5)固 定 記憶装置の動 き

マ・fクロ ・プ ログ ラムを入れ る固定記憶 装置 は,従 来

は受動素子 を用 い,書 き換 えの 困 難 な ものが多か った

が,最 近提案 されて いる ものに半導体 を使 ったICが あ

る。 これは マイ クロ ・プ ログラムの書 き換 えが可能 の も

の である。

(6)Groschの 法 則 の成 り立 たない分 野

コン ピュータは,大 形 機種 ほどコス トが割安 とな ると

のGroschの 法 則が ある。 しか し優れたパ フォーマ ンス

を もつ ミニ ・コン ピュー タが量産 に よ り低価格 で売 り出

されてい る今 日では,も はやGroschの 法 則は この分野

では成 り立たない ことが証明 されてい る。

(7)ミ ニ ・コン ピュー タの影響

安価 でパ フ ォーマンスの高い ミニ ・コン ピュー タの出

現 によ り,小 規模な計算 をTSSで や るよ りは,自 家用

の ミニ ・コン ピュー タでやろ うとす る者が ふえる こと,

これを端末制御,集 信,通 信制 御 な どに 使 うことに よ

り,オ ンライン ・システムの コス トが下が るな どが考 え

られる。前者は オンライ ン ・システムの発展を阻む要素

であ り,後 者は これ を助長す る要素で ある。

(8)入 出 力装置の進歩

入出力装置におい て最近注 目すべ きことは,IBM370

で発 表 され ナこ磁気デ ィスクの記憶 密度 の大 きい こと,コ

ス トの安 い こと,ア クセス・タ・fムの短い ことで あ り,磁

気 テープについて も同様の進歩が見 られ ることであ る。

(9)端 末 装置 の多様性

端末 装置 の開発 の方向 としては,二 つあ る。 一つは多

くの利用者 への普及 を目指 して価格 の安い簡易な ものへ

の追求,他 に高度 の操作性 と機能を もったいわゆるイ ン

テ リジ ェン ト端末へ の追求で ある。 そ して この間を埋 め

る各種 の端末装置 があ らわれつつ あ り,オ ンライン ・シ

ステ ムの普及 におよぼす端末装置の影 響は大 きい。

ソフ トウェア

(1)オ ン うイ ン ・システ ムの特質

オ ンライン ・システムの特質 としてはつ ぎのよ うな も

のが あげ られ る。

① リアル ・タイ ムで応答がな される こと。

② フ ァイルの集中化が必 要な こと。

③ マルチ ・プログ ラムの切替頻度が高 く,管 理 プ ロ

グ ラムの走行比率が一般 よ り高い こと。

④ システムの総合処理能力や,障 害時の対策 な どに

つい ては運 用に入 る前に十分検討 されなければな ら

ない こと。

⑤ フィール ド・テ ス トの実施は,シ ステ ムの規模が

大 きくな るにつれて,非 常な困難を伴 うこと。

(2)オ ン ライ ン ・システ ムの ソフ トウ ェアの生産

オ ンライ ン ・システ ムの ソフ トウェアは,ま すます複

雑膨大 化 し,そ の作成 のための時間 と費用 は増大 の一途

をた ど り,そ の 非線形 的 な 急激な増加 に 、ソフ トウェ

ア"の 危機 とい う声 が上 ってい る。 その原 因はオ ンライ

ン ・システ ムの ソフ トウェアの一品生産 的性格 と規模 の

拡大に伴 う内部関連の非線形 的な増大 に よる生産 の低下

にある。 この 困難に対処すため,正 確な ソ フ ト ウェア

開発 スケジ ュールの立案,優 秀なプ ログ ラマの確保,プ

ログ ラム作成 の合理化が重要な問題 とな る。実 際の とこ

ろ,オ ンライ ン ・シス テムの ソフ トウェアの生産性 はま

だ きわめて低い ものであ り,経 験 によ らな ければな らな

い点が多い。 しか もこの経験 は他人 に伝 えに くい もので

あ る,特 に リアル ・タイ ムの ソフ トウェアは然 りである。

(3)サ ポ ー ト・プ ログ ラムの重 要性

オ ンライ ン ・システ ムを構成す るソフ トウ ェアは,管

理 プログ ラム,サ ポー ト・プログラムに大 別 され るが,

この うちサ ポー ト・プ ログ ラムは とか く軽 視 されがちで

ある。 しか し これは きわめて重 要 な プ ログ ラムであ っ

て,リ アル ・タ・fム ・プロジ ェク トの 日程計画 に対 し,

サ ポー ト・プログ ラムの開発が遅 れた ことによって もた

らされ る被害は実に莫大 な ものである ことを知 らな けれ

ばな らない。

(4)オ ペレーテ ィング ・システム開発用言語

ソフ トウ ェアの設 計 ・製作 の方法論が まだ確立 されな
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いまま,大 形のオ ペレーテ ィング ・システ ム(OS)の

製 作 を行な っているた めに,そ の生産性 は低 く,プ ログ

ラノ、のオーバーヘ ッ ドが増大す る結果 とな っている。

コンパイ ラについては,こ こ数年 来,設 計 ・製作の方

法論が ある程 度確 立 し,コ ンパイ ラ ・コ ンパイ ラな どが

実用に供 され よ うとしてい。

OS全 体につい ては,ア センブ ラよ りも高水準の開発

用言語 を用 いる試みが行なわれ ている。 これは見か け上

プ ログ ラムを小形 にし,誤 りの頻度 を少な くし,作 成工

数を短縮 し ようとする ものである。 これに用 い られ る言

語には,ハ ー ドウェアに依 存す る開発用言語 とハー ドウ

ェアに依存 しない開発用言語 とがあ り,ま だ適切 な言語

として確立 され た ものではないが,こ の種の言語 を用 い

る と,プ ログ ラムの生産性は,従 来に比 し5～10倍 に 向

上す る。

(5)オ ン ライ ン ・アプ リケーシ ョン ・パ ッケージ

オ ンライ ン ・システ ムの うち,多 数の端末利用者にサ

ービスす る汎用 タイ ム ・シ ェア リング ・システムでは,

ア プ リケーシ ョン ・プログ ラムの充足が重要 である。

アメ リカのTSS会 社 では,各 種の アプ リケーシ 。ン

・パ ッケージを用意 して,顧 客 の獲得 に努力 してお り,

今 後 も引続 きユニー クなアプ リケーシ ョン ・パ ッケージ

の開発 が行なわれ るで あろ う。

現在科学技術計算 のパ ッケージは相当充足 された状態

にあるので,今 後は ビジ ネス ・アプ リケー シ ョンの分野

におけるパ ッケージの開発に努力が移行す る もの と考え

られ る。 この分 野の情報処理量は,科 学技術計算の分野

とは比較にな らない程大 きな もの とな るであろ う。

(6)デ ー タ ・ベース管理 システ ム

デー タ ・ベー ス管理 システ ムは,過 去8年 位 の間に,

続 々 と開発 され て きたが,ま だ この システ ムの技術 は未

熟 で,今 後試行錯誤 を重ね て,技 術的定着 をはか らねば

な らない。

現 在,こ の システ ムの技術的問題 としては,フ ァイル

の機密保持,破 壊か らの保護 を含めた信頼性の確保,使

い易い高級言語の開発,シ ステムの処理に要す る時間の

短縮 な どがある。

まナこ,こ れの ソフ トウェアの大形化 に伴 う困難は,一

般 の場合 と変 らず,そ の対 策 として,デ ータ ・ベ ース管

理 システムの階層化,機 能分類に よるモジ ュール化 な ど

が考 え られてい る。

通信網

(1)既 存電話網の利用

オンライン・システムに必要なデータ伝送には,電話通

信のために設備 されナこ既存の電話網が利用されることか

ら,オ ンライン ・システムによるサービスが急速な発展

を見るに至 ったが,電 話網はアナログ通信のために設計

されたもので,パ ルス符号を送るデータ伝送には不向 き

な ものである。そこでデータ伝送の需要の増大に対処す

るためには,現 用の通信網に何等かの変革を加 えるか,

もしくはデータ伝送に適した新 しい通信網を作成するか

などの方法が考えられるが,何 れ後者の方法によること

になるであろ う。

(2)諸 外国におけるデータ伝送網構成に対する考え方

諸外国におけるデータ伝送網構成に対する考え方に二

つの流れがある。一つはテレックス網をベースとして,

メッセージ通信主体の網か らデータ伝送のための要求条

件を満足する網を実用化しようとする動きである(西 ド

イツ,フ ランス,イ タリー等)。 もう一つは,電 話網 と

専用線によって当面のデータ伝送の需要を満たし,将 来

は蓄積交換機能を もっナこコンピュータを中心に新しいデ

ータ専用網を作ろ うとする動 き(アメリカ,イ ギ リス等)

である。

これ ら二つの行 き方には一長一短があり,現 在のとこ

ろ,一 つの行 き方にまとめることは困難 とされている。

しかし将来の構想 として,蓄 積交換機能をもったコンピ

ュータを中心に新 しいデータ専用線を作ることは各国 と

も異存のないところである。

(3)将 来の通信網

わが国における将来の通信網は,音 声,デ ータ,画 像

等の伝送が必要 とな り,ネ ッ トワー クとしては,電 話

網,デ ータ網,ビ デオ網に分けられ,こ れが一体化した

総合通信網が形成 されよう。網の中心的な制御は電子交

換機によって行なわれるであろ う。

(4)新 データ網の条件

わが国において将来形成 される新しいデータ網が具備

すべ き条件については,寛 々公社が以前から検討を進め
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てお り,い ずれ結論が出されるであろうが,こ れはおお

よそつぎのような ものとなるであろ うと想像 される。

① 電話利用によるデータ伝送サービスは,公 衆電気

通信法の改正により,昭 和47年 度から開始されるも

のと予想されるが,将 来のニーズを考えると,現 在

の電話網よりも高度な機能をもったデータ網を構成

する必要がある。

② 要求 される通信速度は,低 速(200B/S以 下),

中速(1,200～4,800B/S),高 速(9.6～48KB/S

以上)の 中か ら数種類が選ばれるであろ う。

③ 符号形式や制御手順は,網 の制御用の ものを除い

ては,利 用者が自由に選べ るようにする。

④ 接続に要する時間は数10msを 目標とする。

⑤ 各種の端末間の通信を可能のようにする。

⑥ 低コス トで網を利用できるようにする。

⑦ 網のビッ ト誤 り率は10-8以 下とすることが望まし

い(た だし端末装置は含まない)。

⑧ 十分な信頼性をもったもの とする。

⑨ 交換方式 としては,回 線交換,蓄 積交換,パ ケッ

ト交換あるいはこれらを混合したものが考えるられ

る。

⑩ データ網と電話網およびビデオ網 とが相互接続が

可能な ものとする。

コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ ト ワ ー ク

最近 アメ リカにおいて,コ ンピュー タを電力 網中の発

電機 と同様にみな し,相 互 の間を通 信網で結 ぶ コン ピュ

ー タ ・ネ ッ トワークが提唱 されてい る。 この研究 はまだ

始 ま ったばか りで多 くの 問題 をかかえてい るが,こ の ネ

ッ トワー クに対 する期待はつ ぎの よ うな もので ある。

すなわ ち,TSSの ユーザ ーは,端 末装置を この ネ ッ ト

ワークに接続 し,ネ ッ トワー ク内の多数の コン ピュー タ

を利用 で きる。 その結果,① 信頼性の向上,② 多種類の

データ ・フ ァイルの利用,③ 特殊 な ソフ トウ ェア,ハ ー

ドウェアの利用,④ 最適な コン ピュー タの利用の可能性

が あ り,コ ン ピュータ能力の相互 融通 によ り⑤待 ち時間

の短縮⑥ 旧式 装置の寿命延長 を図 り,情 報源が地域的に

広 く分 布してい るとき,⑦ ローカルな処理 と総 合処 理の

併 行実施等 がその特長 として説か れている もの である。

オンライン ・アプ リケー シ ョン

(1)オ ン ライン ・アプ リケーシ 。ンの実例が示す もの

オン ライ ン ・アプ リケーシ ョンの実例 として調査報告

書 に収録 した ものには 日本航空 の座 席予 約システムの ほ

か多数のシ ステ ムがあ るが,こ れ らの実 例か らつぎのよ

うな ことがいえ る もの と思われ る。

① いつれの シス テム もその開発に多大 の時間 と人手

がかか ってい る こと。

② システム相互間に類似性が少ない こと。 これはオ

ンライン ・システムは開発の初期の段階で あ り,試

行錯誤 が行 なわれている こと を 示 す もの である こ

と。

③ システ ムの規模は官公庁,金 融 システムは比較的

大 規模 であ るが,製 造業 や流通業 は中規模 の ものが

多い こと。

④ すべ ての システ ムがMISへ の アプ ローチを目標

としてい る こと。 さらに情報 交換 のための企業 間あ

るいは業界間の ネ ッ トワー クの形 成を指 向 している

こと。

⑤ システムの信頼性 を確保す るた め,デ ュアルまナこ

はデ ュプレ ックス ・システムが推奨 され る こと。

⑥ 寛々公社 のDRESS,DIALSは3年 の歳月 をか

けて開発 された もので,わ が国の コン ピュータ ・ユ

ーテ ィリテ ィ ・システ ムの最初 の もの であるが,こ

れは通 信回線 の開放後,こ の種の サービスが民 間企

業 として行なわれ る場合 に必 要な貴重 な資料 を提供

す る ものである こと。

(2)ユ ー テ ィリテ ィ ・システ ムの発展

今後わが国において,コ ンピュー タ ・ユーテ ィ リテ ィ

やイ ンフォー メー ション ・ユーティリティが どの よ うな経

過 をた ど りつつ発展 する ものか予測す る ことは困難 であ

るが,恐 らくア メ リカと同様,技 術の進展に と もない盛衰

を く りかえしつつ定着 の方向へ進 む もの と考え られ る。

現 在の よ うなオ ンライン ・システム技術の初期の段 階

においては,完 全設計形で システム開発 を進 めるよ りは,

フ ィー ドバ ッ ク によ る追加修正方式つま り経験主 義に

基 づいて開発を進め る方 が,シ ステムの発達を促す上で

も,普 及を促進す る上でも有効 であろ うと考 えられ る。
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■ 寄 稿 ■

データ通信 と欧米の電気通信業者の立場

丸 茂 謹 爾*

はじめに

昨年秋,私 は ひと月 ばか り職員 とと もに欧米のデー タ
(注)

通 信事情 を見 てまわ った。

民間の情 報サー ビス業 とか,国 際航空情報 システ ム等

のい くつかを見学したが,電 気通信業者 を訪れ ること も

重要な 日程の1つ であった。

電気通信 事業 者が,デ ー ク通 信サー ビスを提供す るこ

とについては,日 本 で も海外 で もいろいろ複雑か つデ リ

ケー トな問題が ある。

電気通信事業者は,欧 米において も通 信回線 を独 占的

に運営 し,か つ コン ピュータの利用技術については高 い

ポテンシ ャ リテ ィを もっている。つま りデー タ通 信分 野

に進出 しやすい至近距離 であるこ とは間違いない。 に も

かかわ らず積極果敢 に進出 をはか ってい るのは,米 国の

WesternUnionTelegraphCo,(WUT),General

Telephon&ElectronicsCorp.(GT&E)と 英 国郵

政公社 ぐらいの ものであろ う。一体 どうい う事情 による

ものか,法 的制約か国内事情 か,そ れ と も社 内態勢 によ

る ものか。

また,デ ー タ通信 につ いて各国は どの よ うな基本的態

度 を もってい るのか,サ ービス提供の有無 と実態,将 来

の計画,需 要 と収支の見通 しは どうか,国 際間 サービス

につい て国際電信電話㈱(KDD)と の協力関係如何,

この よ うな 問題 について相手通信業者の実情な り見解 を

見 聞す る ことが,調 査旅行の重要な 目的 であった。

これ らの見 聞を もとに2～3の 感 じた印象を述べ て見

たい。

*国 際電信電話㈱データ通信開発室長

(注)本 稿でいうデーク通信 とはいうまでもなく,オ ンライ

ン情報処理,情 報提供サービスを指す。

法律上の制約一 米国は禁止,欧 州は自由

米国ではFederalCommunicationCommittee(FCC)

の最終裁決によって,電 気通信業者が直営の形でデータ

通信サービスに進出する道は遮断 された。

欧州では別に禁止の法律はない。英国会で討議された

ことはあるが,米 国のように絶対不可 というような厳し

い線は出ていない。

西独でも,ス ウェーデンでも電気通信主管庁の所掌事

項にデータ通信をや ります とは明記していないが,別 に

法律で禁 止していない。だか らやる気があれば条文にそ

のことをつけ加えれば事足 りる一 と我々が訪問したと

き関係者が話していた。

なお米国の法的規制について,1971年3月 に出された

FCC最 終裁定の最 も重要な部分をぬき書 きするとつ ぎ

の通 りである。

イ)年 収100万 ドル以上の公衆電気通信業者は,デ ー

タ通信業務を直営してはな らない。(別 会計の子会

社を設立し業務を運営する場合は許される。但 し,

AmericanTelephon&TelegraphCo.(ATT)

はいずれの場合で も不可。また年収100方 ドル以下

の業者は直営 も可)

ロ)メ ッセージ交換 とデータ処理不可分のサービスに

ついては,別 に認定し,規 制の要否を判定する。

ハ)子 会社はデータ通信サービス提供に当たって,親

会社である公衆電気通信業者の名称,商 標等を一切

使ってはならない。

二)親 会社は子会社に通信設備提供について,特 別の

便宜を与えてはならない。

また親会社は子会社からデータ通信サービスを購

入し,こ れを顧客に転売してはな らない。

◎
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■ 寄 稿 ■

米国通信業者の考え方

LRadioCorporationofAmerica(RCA)と

InternationalTelephonand・TelegraphCorp.

(ITT)

RCA(GlobeComm.),ITT(WorldComm.)は

と もに ス トックチ ッカー,ま たは マーケ ッ トクオーテ ィ

シ ョン と呼ぶ証券情報 サービスを欧米地或 に提 供 してい

る。 しかしこれはい うなれば伝送路の賃貸に類す る もの

で,自 ら証券情報 その もの を収集,加 工,貯 蔵,配 分す

る訳 ではな い。

ITTは,傘 下のDataServiceDiv.(N.J,)に ょ っ

てデータ通信業務 を運営 しているか,実 態は政府,軍 の

特 需に よる国内むけ計算 サー ビスである。

な る程FCCの 規 制があ って も,子 会社 を設立 し別会

計でやれば,RCA,ITTと もデー タ通信 の分野に本格

的に進出す ることがで きよ う。 しか し両社 と もGE,

IBM等 の ライバル と本 気で四つに組 んで この分 野に競

争す るつ もりがあ るだろ うか。

もともとRCA,ITTは,親 会 社が コンピュー タのハ

ー ドウ ェア,あ るいは通 信機,端 末機 器類の大 メーカー

である。 ソフ トウェア部 内の人材に も事欠かない。 そち

らで情報処理,提 供サー ビスで も何で も開発,提 供して

もらう方が手取早い,子 会社であ る我 々通 信会社は音無

しの構 えで天下の形 勢を見守 った方が利 ロー とい った

様な考 え方が あるのではないか。私達 が両社の幹部 と面

談 した感 じでは,そ の よ うに推測 され る雰囲気であ っ

た。

これについてはITT(WorldComm.)随 一 の実力者

とい われ るポ ドモ リツク氏(副 社長兼総支 配人)に,私

達が逢 った ときの彼の言葉が面 白い。

「当社が情報 サービス業 に積極 的に乗 り出 さない理 由

は色 々ある。

第一に,GE,IBM等 先 発業者 に対 し,ソ フ トウェア

の開発能力,マ ーケティングの面 で経験,人 材 と もに太

刀打 で きな い。

第二に,国 際間の デー タ通 信需要はまだ予測 で きる段

階 ではな く,リ スクが大 きい。

第三に,デ ータ伝達が我々の本来業務であ り,こ れを

犠性 にしてまでデータ通信分野で利潤を追 求する ことは

本筋 ではない。

しか し子会社 を通 じてで もこの分野に本格進出す ると

万一決 ま った場合 は,情 報 サービス業者の 目ぼしい もの

を物色 し,会 社 ごとゴ ッソ リ買 い とるつ もりだ。」

では親 会社 のITT(メ ー カー)は ど う考 え て い る

か。 天才 的経営者 と畏敬 されている同社 のジニイン会長

は,同 社幹 部に常につ ぎの よ うに訓 している。

「コン ピュー タには手を出すな。IBMと 血 み どろな

決戦 をい どむには,余 程 の体制,自 信,覚 悟 がいる。 た

だ情報化時代に即応で きるよ う,ソ フ トウェアの研究,

開 発 の道づ くりだ けは怠 るな。 」

2.WUTの 場 合

ウエスターン ・ユニオン電信会社は,米 国内電報 の独

占経営会社 であるが,電 報業務の斜陽化 とと もに,長 い

苦難 の道 を歩んで きた。 しか し,自 社の別名を"The

ElectronicDataCommunicationCo."と 自 ら呼ん で

いるよ うに,デ ー タ通信分野へ の進出に とり組み,社 運

の挽 回に必死 の努力 を重ね てい る。

このほ どFCCの 規 制 も考慮の うえ,電 信,デ ータ通

信 を切離 した別組織 を発足 させi。(図20)

WUT自 身 もISCS(デ ー テル ・テレ ックスTWXの

総 合交換網),INFORCOM(ISCSの 一 部で政府,貿 易

業者用専用交換網),AUTODIN(軍 情 報通 信交換網),

ARS(政 府 機関専用通信網)の よ うな メ ッ セ ー ジ 交

換 とデータ処理の複合 サ ー ビ スを運営す るかたわ ら,

－WesternUnionTelegraphCo .

(国 内電信業務)

-DataServiceCo .

(端 末 機器 の賃貸)

WUCorp.一:一 －ComputerUtilitiesCo.

(ソ フ トウェア開発 とパ ワチ処理)

-lnternationalDataTerminalCo .

(端 末 機器の開発)

-P-RNEWS

(財 界 ニ ュース,金 融界 ニュース,情 報

提供業界 ニ ュース等)

図20ウ ェスタン ・ユニオンの別組織
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SICOM(証 券情報),BANKWIRE(為 替,預 金業務)

等の情報処理 サービス も提供し,経 営の多角化に懸命で

ある.こ のうちあとの二者はFCCの 穀織 決で・ある

いは直営か ら切 り離す運命にあるかもしれない。

何れにせよWUTは,デ ータ通信進出以外は生 き残る

方法がないのであるか ら,Mahwah(N・J・)の 同社デ

ータ・センターを訪れアこときも,所 内全体 ビーンと張 り

つめテこ空気で,必 死に業績挽回に とりくんでいる姿は胸

を打 つナこ。

このようにRCA,ITTとWUTの 間には,デ ータ

通信に対する態度に基本的な相違があるように我々には

感じられる。

これは三社の体質的相違によるものであろうか。

欧州主管庁の態度

欧 州各 国は,情 報処理事業の立遅 れを挽回し,米 国勢

の大挙進出に よる失地の回復をはか るため,政 策面 で多

くの対策 を打 ってはい るが,成 果につい ては色々批判が

ある。

電気通信主官庁 間で もOECD(Organizationfor

EconomicCo-oporationandDevelopment).CEPT

(C。。ferenceE…peen・ ・desAdmlni・t・ati・n・des

PostesdesTelecommunications)等 の 場 を通 じて,

研 究委員会 を設 け,「 データ伝送 とデー タ処理 を結 び合

わせ た新 しいサー ビス」 の開発に力 を入れ てい る。

しかしその中 にあ って も英 国,西 独,ス ウェーデン等

の電気通信主 官庁 の,デ ー タ通信に対す る感覚には多少

の違いが感 じ られる。即 ち英 国では政府主導型 のサービ

ス開発 に よって,デ ー タ通信の発展を刺激 しようとする

のに対 し,西 独は半 ばあ きらめムー ドで,政 府は金 は出

すが,ソ フ トウェアの開発,サ ービスの提供は・民間の

力に全面的におぶ さろ うとしているよ うに見 受 け ら れ

る。

1.英 国郵舩 社 とNDPS(N・ti…1 .D・taP「 ㏄e-

ssingService)

1967年 に 成立 したPostOfficeActに よ って・ 郵政

公社 の外局 に2つ の情報処理部内,即 ちPODPS(Post

OfficeDataProcessingService)とNDPSが 設 立

された。

前者 が公社 内部 のMIS(事 務 機械化)を 指 向 してい

るに反 し,後 者 は民間への奉仕 を主 眼 としてい る。即 ち

NDPS設 立 の 目的,あ るいはサー ビス提 供の理 由 とし

て,

イ)産 業界にお けるコン ピュータ利 用の高揚 をはかる

ロ)自 営 システ ムの持てない中小企業に対し,共 通利

用で きるコン ピュータの機能を提供す る

ハ)英 国コン ピュー タ産業 の育成(国 策的見地か ら公

社 が同産業 を先導す る責 任を有 す る)

そ の裏づ けとして公社 自身が コン ピュータに関するマ

ンパ ワーを もっている ことを,訪 問先 の責任者が誇 らし

げに語 っナこ。

NDPSは,独 立採算制 を とり,通 信回線 の使用につ

い ては民間 と平等 の条件 とし,資 産 の借入れ も金利 の安

い民間融資に依存 す る機会 が大 きい ことである。

NDPSは,現 在従業 員3,000名,7都 市10セ ン ター

にICLコ ン ピュータ25台(外 に購入予定7台)稼 働 し

てい るが,主 な仕事はマ シン ・タイム ・サー ビス・ ソフ

トウ ェア開発,特 定顧客の注文に よる専用 データ ・サー

ビスの開発 と提供,情 報技儲 の訓練受託 フ ・シ リテ

ィ・マネージ メン ト等で ある。

現在 はまだ郵政公社か らの受託計算業務が大半 を占め

てい るが,民 間への提供 サー ビス としてはつ ぎの ものが

ある。

.LACES(ヒ ー スロウ空港の貨物,関 税処理 システ

ム)

・TRUSTEESAVINGSBANKの リアル ・タイ ム

・システム

・CADBURYSCHWEPPS食 品 会社 の管理 システム

(計 画中)

2.西 独 郵政省 とDDG(DeutcheDatelGesellschaft)

西 独郵 政省 自身は,ソ フ ト ウェア開発の立遅れ,技
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術,経 験,要 員等の不足から,到 底 自力で情報サービス

に進出することは無理 と観念し,民 間との共同体制を打

ち出 してい る。(注)

即 ち1969年9月 政府,民 間共同出資に よる情報 サー ビ

ス企業DDGを 設立した。

DDG設 立の目的は,

イ)中 小企業へ の コン ピュー タ ・パ ワーの提供,フ ァ

シ リテ ィ ・マネージ メン トの提供

ロ)ソ フ トウ ェアの開発,公 用

ハ)端 末機器の開発,販 売,賃 貸

また西独郵政省 自身 としては,DDGの サー ビス提供

の経験 を通 じて,つ ぎの ことを分析検討 で きる もの と期

待 してい る。

i)デ ー タ伝 送路,回 線網のあ り方

ii)将 来 の直営 サービス開発の手がか り

iii)中 小 企業の データ処理への ア ドバイ スない しはサ

ポー トの可能性

iv)DDGの 組 織 のあ り方

DDGは,郵 政省 か ら賃借 す る回線 については,他 の

民間業者 と全 く対等で,コ ンピュータの機種選択 も別に

国産優先にこだわらない巾である。西独には蜆花バ ッチ

処理を中心 とするデータ・センターが180余 りある。し

かしその半数は毎年倒産,新 設を くりかえし,弱 小セン

ターでは経営が成 り立たない ことを示している。DDG

は こういう環境の下,採 算性にこだわらず,公 共的立場

で国内産業にコンピュータの共同利用の便を提供しよう

としている。

3.ス ウェーデン主官庁

同国では電気通信官庁がデータ通信サービスを提供す

ることは,別 に法律的制約がない。しかし主官庁自身と

しては この分野へのスター トが遅れ,現 在具体的なサー

ビス実施計画をもっていない。

ただメッセージ交換 とデータ処理を ミックスしたサー

ビスの需要が起 きているので,専 用通信交換業務の開設

を 検討 しており,本 年2月 来日 し,国 際電信電話㈱ の

AUTOMEX,電 々公社の各種サービスを視察した。

●

(注)郵 政 省40%,Siemens20%,AEG.Telefunken20%,

NixdorfComputer10%,01ympia10%,資 本 金300

万 ドイ ツ マル ク.本 社Darmstadt.
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研究開発1

リモ ー ト ・バ ッチ ・シ ス テ ム の 研 究 開 発

遠隔情報処理 システムとは,コ ンピュータ と電気通信

設備 の通信 回線に よる結 合 を意 味し,コ ンピュータに接

続 された回線制御装置に よって通信系 を直結 してい る体

系 をさし,遠 隔地の利用者が端末 を介 して中央 の コンピ

ュー タを操作 で きるシステムで ある。 現在,こ れには銀

行 ・国鉄等 におけ るオ ンライン ・リアル タイ ム ・システ

ノ・,更 に電 々公社のデータ通信 アービスにみ られ るタイ

ノ、・シ ェア リング ・システムが主流 とな って漸次利用範

囲の拡大がみ られ る。 ここで述べ る リモー ト・バ ッチ ・

システノ、は,遠 隔情 報処理 システムのい わば新参者であ

り,コ ンピュータによ るデータ処理 の新 しい形態 として

今後の発展が予想 され る。現 に米 国の場合,タ イム ・シ

ェア リング ・サ ービス と並行 して リモー ト・バ ッチに よ

ス'1

ノ、イ

図21シ ス テ ム 構 成

.し二〇

1イズル

るサービスが増加 しつつあ り,国 内において もその現象

が見 られ る。

これはOSに ついて もいえる ことで,メ ーカーの提供

す るOSに は,リ モー ト・バ ッチによる処理 を可能に し

てい るのがほ とん どである。

システムの概要

この よ うな状況 下において,リ モ ー ト・バ ッチ ・シス

テムの効率的運用については多角的な面 か ら検 討を要す

る問題が ある。特に システ ムの運用体制,適 用業務,コ

ス ト,タ ーンアラウン ド ・タイ ム等で あ り,こ れ ら諸 問

題に対す る基本的な方針 を明 らか にすべ く,図21に 示 す

システム構成 によ り実験 を行な った ものであ る。

実験 にあた っては異 な る3業 種 を選定 し,各 端末 にお

ける実際 のオペ レーシ ョンに よるものであ り,① 統計業

務 ②人 事検索 ③ 業務 販売管理業務 を対 象に した。

また,そ の他にDYNAMO,GPSSの 各 アプ リケーシ

ョンによる実験 を追加 しナこ。

ここでは リモー ト・バ ッチ ・システムの概 要 を一般 論

として述 べた もので,特 に他の システム との関連におい

て その位置づけを把握 し,そ こか らシステムの概 要 を求

め た。

これ を図式化す ると図22の ようにな り,

① はロー カル ・バ ッチ処 理,③ は リアル ・タイ ム,タ

イ ム ・シェア リング処理,② の場合 リモー ト・バ ッチに

よる処理を示 してい る。即 ち,② は コン ピュータ ・シス

テムの面か らはオ ンライ ンでは あるが,ア プ リケーシ ョ

ン ・システムか らみれ ば一括処理であ ることを示 してい

る。 しかしなが ら,デ ー タ量や応答 時間等 の関係か らセ

ン ターにおける入 力あ るい は出力 とい う形 態 もとられ,

一22－
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図22の ②'場 合 もリモー ト ・バ ッチ ・ジ 。ブであ る。

システムは,ロ ーカル ・バ ッチに よる場合 とほ とん ど

同一 であ り,両 者の相互の関連 は図23に 示す とお りであ

る。

ローカル ・バ ッチ処理は,ジ 。ブの システ ム入 力 ・出

力情報が センター内の入出力装置 によ り入出力 さ れ る

が,リ モー ト・バ ッチ処理 では,ロ ーカル ・バ ッチの場

合 のシステム入出力装置が伝送線経 由で遠 隔地に置 かれ

てい る端末装置 とな るのが原則 とされ る。端 末装置 か ら

入 力 された情報 はい っtんSYSINフ ァイルに貯 え られ,

ロー カル ・バ ッチ ・ジ ョブ とともに制御表 に入 り,バ ッ

チ ・ジ ョブ として処理 され る。 ただ し,ロ ー カル ・バ ッ

チ処理 の場合,セ ンターの シ ス テ ム入力装置 か ら直 接

SYSINフ ァイルに送 られ るた め,そ こに両者の処理 上

コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ム ア プ リケー シ ョ ン ・シ ステ ム

オ フ ラ イ ン ・

ン ス ア ム

オ ン ラ イ ン ・

ン ス ア ム

リアル・タイム

処 理

'

図22リ モ ー ト ・バ ッチ ・シ ス テ ム と他 の シ ス テ ム との 関 連 図

ジ ョブ

制 御

マ ク ロ ・

ライブ ラ リー

の相違点が ある。

以上の様 に リモー ト・バ ッチ ・システムのベースは一・

括処理 であるた め,基 本的には ロー カル ・バ ッチ ・シス

テムとは大差はない。従 って シス テムのオーバーヘ ッド

が非常 に少な く,ジ 。ブのスループ ッ ト此 が大 きい こと

が指摘 され る。

システムの特性

実験 では リモー ト・バ ッチ ・システ ムの効 率的運用 を

主眼 とし,そ の基本的な方針を求 め ることにあ ったが,

こ こで以下 その結果 として主 要な問題 点だけを抽 出し,

各 々の要点 につ き述べ る。

(1)リ モ ー ト・バ ッチ ・ジ ョブ

リモー ト・バ ッチ ・システムは,図22に 示 す②の状 態

を原則 とす るが,業 務の性格に よ り ②'の 場 合 も可能 で

ある。即 ち,シ ステムの使い分 けが可能で ある。 これに

は次の よ うな 「使い分 け」が考え られ る。

④ ター ミナル入力 ・ター ミナル出力

◎ ター ミナル入力 ・センター出力

◎ センター入力 ・ター ミナル出力

これ らはすべ て リモー ト・バ ッチ ・ジ ョブであ り,業

務のデ ータ量,タ ー ンアラウン ド・タイ ム等 を考 慮 した

場合に発生す るジ 。ブの処理形態で ある。特 に商用にお

いて考慮 され るべ きもの で,回 線使用料,コ ネクテ ィン

ジ コ
制御 表

バ ッチ'

ジ ョブlbl

8S
↓

入 力
→ システム入力制御 理プログラムSYOUT

↑
ワー ク・

フ ァイル

一 出 力

リモー ト・

バ ッチ 用

ジ ョブ ・

バツ フア
!

TSSコ マ ン ド

L 、、
、、

の

ロー カル ・バ ッチ

1モ ー ・バ ッチ

入 力 制 御

リモー ト・パ ッチ

出力制御

リモー ソ.、ノ

、

'入 カー
、,

タ翌式 一 出力

図23』 リモ ー ト ・バ ッチ お よ び ロー カル ・パ ッチ との 関 連 図
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グ料金の経費増大にかかる問題を運用面においてカバー

しようとするところにある。条件としては,

④ 緊急な応答を要しない場合

◎ 端末装置か ら大量のデータを入力する場合

◎ 端末装置に大量のデータが出力される場合

以上の諸点を考慮し,シ ステムの使い分けの基準 とす

る必要がある。

(2)適 用業務

リモー ト・バッチ・システムにより業務を効率的に稼動

させるためには,次 の要件を具備した ものが望ましい。

④ センターの大形コンピュータ・システムの能力 ・

資源の分配を享受するものでな くてはならない。

◎ 端末装置から入出力することにより,そ の端末が

セン トラル ・プロセッサの機能の一部にな らなけれ

ばな らないo

◎ 特にローカル ・バッチによる処理 と対比して,回

線使用等による大幅な経費増大を伴わないこと。

◎ 端末から入力した業務につき,そ れが出力 される

までセンターに対 し何らの操作を必要としない業務

であること。

㊥ ベースは一括処理であるナこめ,タ ーンアラウン ド

・タイムに対する厳密な注文を要しない業務である

こと。

前記特に,◎,㊥ は,業 務処理に対して必須の条件と

して設定されるため,こ れを第1の 基準 として適用業務

の選定を行な う必要がある。

一般的に適宜業務と評価できるものには,

■

●

●

●

教育用 としての利用

科学技術計算

プログラム ・デバッグ

シ ミュレーション

データ伝送等がその主な ものである。

(3)セ ン トラ ル ・プ ロ セ ッ サ と タ ー ミナ ル ・ プ ロ セ ッ

サ

リモー ト・バ ッチの場合,各 々の機能分掌 は次 のよ う

な ものである ことが 望ましい。

④ セン トラル ・プロセ ッサの機能

・ ローカル ・プ ロセ ッサの全体管理

・ ロー カル ・パ ッチ ・ジ ョブの運用

● マス ・フ ァイルの管理

・ ワー クロー ド・シ ェア(WORKLOADSHA-

RE)

◎ タ ー ミナル ・プ ロセ ッサの機能

・ 端末 か ら入力 するジ 。ブは,利 用者 に とって セ

ンターの機能使 用 と同一 である

・Man-MachineのInterfacing

・ セ ン トラル ・プ ロセ ッサに対 する負担軽 減

特に留意すべ き点は,セ ン トラルの ワー クロー ド・シ

ェアとそれに対す るター ミナル側に対す る負担軽 減であ

る。即 ち,ワ ー ク ロ ー ド・シェアは中間処理 的な作業

は全 て ローカル ・プ ロセ ッサに移行 し,セ ン トラルでは

大 きな作業 を処理す るこ とを意味 してい る。 従 って,タ

ー ミナルの機能 として,特 に演算お よび入出力機 能を具

備 した ものでな くてはな らない。 リアル ・タイ ムにお け

る 「単能機」 では システムの効率運用 を妨 げる結果 とな

り,前 記機能 を有す る ミニ ・コン ピュータが最 も望 まし

い。現 在市販 されている ミニ ・コン ピュータは,そ の機

能が十分 ではな く問題 があるが,ω で述べ たシステムの

運用面においてそれを カバーす ることが必要 である。

(4)タ ー ン ・アラウン ド・タイ ム

②におい て多少触れ てい るが,タ ー ミナル を介 してセ

ンター-1(依頼 したジ ョブは,そ の入力終了 時点 でOFF

の状 態 にな り,セ ン ターか らの出力を待 つ ことにな る。

これは リモー ト・バ ッチ ・システムの特性 として,依 頼

したジ ョブが センターでいつ処理 され るか分か らない,

とい う一括処理 をベ ース とする所か ら起因す る もの で,

そ の間,セ ンターに対 して何 らの要求や操作は不可能で

ある。

しか し,こ の場合において もジ 。ブ依頼 時に優先度の

設定は可能であ り,こ れに よ りターン・アラウン ド・タイ

ムについての要求を行な うことにな る。

ターン ・ア ラウン ド・タイ ムにっいて,実 験結 果に もと

つ く実測値 を表2に 示す。 これはJOB実 行 のttめ の処

理動作別に,そ の使用時 間を求 めた もので,図24・25は

表2を もとにして処理動作 の時間変化 を折線 グラフで図

示した もので ある。

ここで気がつ くことは,一 般的には多重度==1が 最 も

効率的な利用法では あるが,そ れ と多重度2・3・4を

一24一
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⑳

f吏 用 時 間 の 洞 作 名1
1司ll聯 ク止 増1

lii.独 処 理

(何 川 崎 川 の 「iil、ヒー ミ リ]・ カ ニ ド1
診11破1 多市〔度 一2 多 『叩:度一3 多.重度 一4

端末か らの入力 23,∩0∩ :1"、ol)o 26,000 27,noo 26,000

待 機 17,512 79,522 23,074 22,071 20,329

JOB前 処理 2 ∴ 2 2 2

端 JOBSTEP前 処理 3,030 3,2"1 3,96S 5.90S 3,654

JOB 11,]98 1LgO5 32,864 34,397 36,192

JOBSTEP後 処刑 3,786 3,802 6,363 n,117 9,59S

待 機STEP実 そ' 〕65 ]37 277 261 261

求 JOBSTEP前 処理 2β62 2,7S7 3,789 11',547 11,226

JOBSTEP実 行 7,496 7,63S 13,585 141 299

ロ ー イ ン ・ア ウ ト o o 0 12,446 25,S95

JOBSTEP実 行 o o 0 60,669 32,657

1 JOBSTEP後 処理 3,707 3,719 3,813 13,927 工s.32・1

JOB後 処理 151 151 14s 1,224 1,421

端沫 への出力 328,(、61 336,11旧 342,117 335,2S7 322、1.】O

端4ミ での操 作 5,川 、 5.([UO 5,000 5、f)00 5,ooo

合 、;1' 409、0{}O 483,000 461,000 539,000 5工3、0{}0

端末からの入力 48,0∩o 48,000 49,000 48,OOO 53、0〔}0

待 機 25,258 176,304 83,ユ60 92,39S 5・4,33S

JOB前 処理 2 2 '1 1 2
1山
膓1`旬 JOBSTEP前 処理 17,182 18,215 23,755 30,151 2G,672

JOBSTEP実 行 26,003 28,632 51,728 46,251 10,062

JOBSTEP後 処理 8,511 10,463 29,161 2R,759 25,740

末 待 機 159 132 506 286 506

JOBSTEP前 処理 3』161 3,891 8、4β8 4,204 8,489

JOBSTEP実 行 5,750 6,273 13,741 10,705 9,338

2 JOBSTEP後 処 理 3,526 4,447 3,964 4.」137 ユ0,818

JOB後 処理 3n1 425 325 425 2,149

端末への出力 13L811 144,216 141」91 ユ紅383 205,85G

端末での操作
'

D、 〔[oo 5,000 5,000 5,000 5,000

合 計 275、oOli 416,000 413,000 424,000 412,000

端末からの入力 30.川1) 351000 35,000 37.00↓) 34,000

待 機 1・Lgl2 107,459 79,457 28,492 29,284

JOB前 処理 ユ 1 2 2 1

lII' JOBSTEP前 処理 5,267 5,308 5,616 6,932 6,407
ヅ!伽

JOBSTEP実 行 70,236 71,293 135,140 328 210

ロ ーール ア ウ ト ・イ ン 0 0 0 ユ4,608 16,089

JOBSTEP実 行 0 0 0 173,866 183,999末
」OBSTEP後 処理 4,280 4,577 .7,056 6,954 4,2ユ2

JOB後 処理 127 126
●126

275 ]31

3
端末への出力 336,ユ77 359,236 354,603 335,543 35L6∪7

端末での操作 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

合 計 466,000 588,000 622,000 6091000 631,000

ローーカルか らの入 力 と待 機 15,236 17,301 16,763 17,901

口 JOB前 処理 2 1 2 2

1 JOBSTEP前 処理 3,837 3,903 3,843 3,770

カ JOBSTEP実Z了 82,031 100,341 ]00,501 112,576

ル JOBSTEP後 処理 3,799 8,621 19,235 20,667

JOB後 処理 126 751 .1,174 1,30∩

合 計 105,031 131,∩ ∩8 14L518 156,216
・

表2タ ー ン ・ア ラ ウ ン ド ・タ イ ムの 実 測 値 表

比較した場合それぞれ同様な結果が得 られ,最 も効率的

な方法が図表上か らは得 られない。 これは利用者のジ 。

ブの性格(所 要コア・サGズ や1/0チ ャネル,優 先度

等),他 のジョブとの関連等により,ジ ・ブを処理する

ための時間効率が大 きく左右されるからである。

システムの運用

リ モ ー ト ・パ ッ チ ・シ ス テ ム は タ イ ム ・シ ェ ア リ ン グ

・システム とは コンパテ ィブルな存在 として考 えること

が で きる。即 ち,両 者は互 いに両立 したシステムで運 用

され るべ きである。 実際の運用面 ではタイム ・シェア リ

ングの補完的な システ ムとして,そ の下位に設定 され る

で あろ う。 この両者 が各 々に独立 して単独に運用 される

な ら,セ ン トラル ・コン ピュータの資源 ・能力 は十分 に

活用す ることは期待 で きな い。

この他の運 用に伴 う対策 として,フ ァイル保護,メ モ

一25一
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リー保護,不 法アクセス防止措置,サ ービス体制等を考 慮しなければな らないのは当然である。
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図24単 独処理におけるターン ・アラ

ウンド・タイムの時間変化

図25同 時処理におけるターン・アラ

ウンド・タイムの時間変化.
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海外 トピックス

ADAPSOの 第5回 コンピュータ

サ ー ビ ス 業 実 態 調 査 よ り

ア メ リカ の コ ン ピュー タ ・サ ー ビ ス業 の 実 態

●

⑳

米国デー タ処理 サ ービス 企業 の 協会ADAPSOは,

1966年 以 来毎 年,コ ン ヒ。ユータ,ソ フ トウ ェアお よびサ

ー ビス業 界の実態 を調 査してお り
,先 頃第4回 調査結 果

とて1969年 の 実態が報告 された(「 情報処理 ニュース」

第81号 〔387〕 参 照)。ADAPSOの 調 査 は,ほ ぼ1年 か

けて行なわれ るため,発 表 は2年 後 にな ってしまい,デ

ータが 古 くな るきら いがあ
った。 従来通 りにや る と,

1970年 の 実態は,来 年 発表 され るこ とにな っていたが
,

この第5回 調査は,IDC(lnternationalData社)に 依

頼 しtcた め,こ の ほど1年 繰 り上が りま とめ られ た。以

下 はIDCが 発 行 してい るEDPIndustryReport(19

71-8-18)に 載 った調査結果の要約 でる。

問:デ ー タ処理 サービス業界 に とって,長 期 あ るい

は短 期間の問題 として最 も重要な ものは。

答:も ちん利益 をあげてい くこと。

ADAPSOの 第5回 コ ンピュー タ ・サー ビス業界調査

の結果,上 述の問に対 して 「利潤」の追求 であ ると回答

してい る。 同業 界は激烈な競争に ま きこまれ てお り,こ

のため1970年 に は,全 体 として売 上げは28%増 大 した も

のの,赤 字 を計上 したところが多 くな った。 コンピ ュー

タ ・サービス業に とって大 きな問題点 をあげ ると,

● コンピューダ ・サービス業にとて,銀 行は単なる

競争相手 とい うだけでな く,「 悪役」 として見 な

されている。(今 回の調査 が 行 なわれている 時,

ADAPSOは 銀行をデータ処理ビジネスから追い出

すべ く法廷闘争を展開していた。 これは単一銀行持

株会社規制法案 の成 立に よって,訴 訟取 りさげ とな

ってい る一 「情報処理 ニ ュース」52,56,78,79

号 参 照)。

EDP企 業 が銀行 を悪役 と見 ているのは ,不 当な

競 争 を強 いていること,な らびにサー ビスの質 が貧

弱(poorquality)な こ とか らであ る。

● 本体 メー カー も,銀 行 とな らぶ競争 相手 と見 られ

てい る。特 に本 体メー カーの場合 ,ソ フ トウ ェア と

小型 コンピ ュータに優れ た能力を持 ってい るた め,

手 ごわい相手で ある。銀行,本 体 メー カーに次 ぐ競

合者 としては,大 学,保 険会社,政 府機関が ある。

● しかし何 とって も.最 も厳 しい競合相 手は同業者

である。彼 らお互 いに,相 手の仕事を信 用がおけな

い とか,見 か け倒 しだ とかい ってや っつけよ うとし

てい る。

ソフトウェアおよびサービス分野の成長

ADAPSO調 査 の対象 とな ってい る企業は
,次 の2つ

のカテゴ リイに分類 される。

(1)デ ー タ処理(バ ッチあるいはオ ンライ ン)プ ログ

ラ ミング,入 力(キ ーパンチング,OCR),出 力

(COM=ComputerOutpVtMicrofilm),コ ン ピュ

ータ ・タイム
,お よびプ ログ ラムの販 売な どとい っ

たサービスを主業務 としてい る独立系企業

{2)コ ン ピュー タ ・メーカーあるいは他の企業に所有

されてい る機関。 ただし,そ の業務が関連会社以外

にソフ トウェアお よびサ ービスを提供 している もの

この分類 に従 って,SBC(ServiceBureauCorp .),

GEの タ イム ・シ ェア リング部 門,CDC(ControlData

－27一
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Co.)のCybernet,BoeingComputerServicesな ど

は この調査に含 まれ る。 しか し銀 行,大 学,公 共 事業

機関,政 府機関 さらに この分野に少々手を出 してい る大

手ユ ーザ ーな どは,こ の調 査か らは除外 され る。

さて図26の グ ラフに注 目す る とオ ンラ・fン ・デー タ処

理 とその他のサ ービス(入 出力,ト レーニ ング,フ ァシ

リテ ィ ・マネジメン トな どを含む)が,従 来のバ ッチ処

理や ソフ トウ ェア ・サ ービスにかわ って,急 激な成長 を

見せ てい る ことが わか る。1970年 に お けるソフ トウェア

お よびサービス提供業者の総売上 げ高は,ほ ぼ20億 ドル

(7,200億 円)と 推定 され る。1975年 の この業界の総売

上高は,50億 ドル(1兆8,000億 円)に も達 する と予想

され る。(た だ し前に も述べ た よ うに,こ の市場 に手 を

出 してい る もので も,そ れが主 要な ビジネスでな く,そ

の企業 に とって二次的な もので ある場合,そ の企業の売

上 げは含 まれ ていない。従 って実際 には,こ の分野の売

上 げは もっ と大 きくな ると考 え られ る)

1970年 現 在,ソ フ トウェアお よびサー ビスを提供 して

いる企業(た だ し本調査 の カテゴ リーに入 る もの のみ)

の数は,ほ ぼ1,000社 で あ る。1975年 ま でに,こ れ らの

企業の売上高は30億 ドル も増大す ると見 られ るが,企 業

数はせいぜい1,300社 程 度に しかな らない と見 られ る。

(第4回ADAPSO調 査 では,企 業の持 つオ フィスの数

図26

*キ ーパンチ,COMト レイニ ング,フ

ァシ リテ ィ ・マ ネジ メン トな どを含む

コンピュータ ・サービス市場の売上げ高推移

(1966年 ～1975年)

は 増 えるが,企 業数 その ものは減少傾向をた どる と述べ

て いた。 ちなみ に 同調査 に よると,1968年 の 企業数は

1,400社,1969年 は1,150社 とな ってい る)。

業界の プロフ ィー ル

コン ピュータ ・サー ビス企業が直面 している問題 は,

何 も過 当競争 だ けではない。 資金調達,電 話会社 のサー

ビス,価 格 体系 の欠如な ど もや っかいな問題 だ。 さらに

要員問題 とい うの も,依 然 として根強 く残 ってい る。

さて表3は,1970年 に お けるEDP企 業 の売 上げ,利

益,企 業数,従 業員数な どを示 してい る。1社 当た りの

平均を見 る と,顧 客数は232,従 業 員は81人 とな ってい

る。 ナこだし注意 しておかね ばな らないのは,「 平均」 と

い うのは 「典型 的」 とい う意味 ではな い とい う点だ。他

の産業界 と同様,ソ フ トウ ェアお よびサービス市場 も比

較 的少数 の大企業 に占有 されてい る。ADAPSO調 査 の

結 果,売 上高1,000万 ドル以上 の企業は31社 あるが,こ

れで全 体の売上 げの57%も 占 めている。 ちなみ に31社 と

い うのは,全 企 業数 のわずか3%で あ る。大半 の会社 で

売 上げは,60万 ドル以下 とな ってい る。

もう1度,表3に 注 目す ると,平 均 して&3%の 欠 損

とな ってい るのは,主 として幾 つかの大 手企業が,大 幅

な赤字 を計上 したためであ る。今 回の調査 に対 し,利 益

あ るいは赤字 を報告 して きた企業 は81社 あ った。 この う

ち58%は 利 益(税 込 み)を40%は 赤 字 を計上 してい る。

な お2%は 支出 と収入が丁度 とん とんであった。一方,

前 年(1969年)の 場 合は,ほ ぼ70%の 企 業が利 益を計上

してい る。

利益(税 込 み)は,1968年 に は売上 げの6.5%あ った

が,こ れが1969年 に は2.9%に 減 少 し,そ して1970年 に

は平均 して&3%の 赤 字 とな って しま っtc。 しかしなが

ら小,中 規模の企業 の多 くは,わ ずかでは あるが黒字 と

な ってい る。従 って平均値 をダウ ンさせてい るのは,売

上高75万 ドル以上の大手企業 であ る。 これ らの大手企業

は,バ ッチ ・データ処理 だ けでな く,他 のサービスや製

品 を提供す る傾向に ある。 しかし小規模な企業 は,売 上

げの大半を,こ のバ ッチ処理 サー ビスか らあげてい る。

企業の形態についてみ見 ると,58%は 私 企業(private

corp.),19%が 公 営企業(public.corp,〉,10%が 会 社の

一28一
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1部 門,残 りが子会社 あ るいは他 の形態 とな ってい る。

B=10億M=100万

全 体1社 当たり平均

1970年 売上げ

1970利 益(税 込み)

企業数

オフィス数

従業員数

顧客数

コンピュータ保有台数

$1.98B

-8 .3%

1,050

3,326

85,400

243,350

3,300

$1.886M

-8 .3%

3.17

81

232

3.14

支 出 1969年 1970年

人件費

税および現物給与

装置

外部サービス

消耗品

間接費

広 告

その他

50.2%

3.6

21.7

3.0

5.0

6.8

NA

6.8

48.6%

3.4

30.2

2.1

5.4

9.8

1.2

7.7
1

計

利 益

97.1

十2.9

108.4

-8 .3

表3サ ー ビス業 界 プ ロ フ ィ ー ル

オペレーテ ィング ・レイシオ

ー 何処に金がかかったか?

表4は,調 査対象 とな った企業の1969年 と70年 に お け

るオペレーティング ・レイシオの比較 を示 し て い る。

1969年 と70年 に はたいした変化 はな いが,例 外 として装

置 のレンタルや メンテナンス に か け る金が増大 してい

る。 これには2つ の理 由が考 え られ る。 ひとつは価格分

離,も うひとつは ター ミナル,OCRシ ス テム,COM

装 置 な ど高価な製品を利用 す るよ うにな った テこめ で あ

る。

ソフ トウェア ・サ ービス企業は,全 体 で3,300台 の コ

ンピュー タを使用 してい る。台数でみ る と,こ の うち3

分 の1はIBM製 で ある。 次いでHoneywell8%,

DEC(DigitalEquipmentCo.)10%と な ってい る。

支出の うち最 も大 きいのは人件 費で,ほ ぼ半分は これ

に占め られる。 さて次に従業 員の職種別分布 について眺

めてみ よ う。職種別 の分布状況は,こ こ数年間 たいして

変 っていない。70年 の場合,全 従業員の27%は 経 営者1

セ ール要員で占め られてい る。プ ログ ラマお よびシステ

ムズ ・アナ リス トは21%,オ ペレータお よびキーパ ンチ

ャが36%,事 務 員が11%,配 送 要 員あるいは その他職員

が5%と な っている。なお職種別 の平均サ ラ リーを表5

に 示す。

表4オ ペ レー テ ィ ング ・レイ シ オ69年,70年 の 比 較

エ グ ゼ ク テ ィヴ $21,400 CPUオ ペ レー $7,600

マ ネ ジ ャー/管 理 者 14,500
タ

販売/販 売サポー ト 15,300
キ ーパ ン チ,そ

の 他 オペ レ ー タ

5,600

プ ロ グ ラ マ 11,400
事務職 6,000

シス テ ムズ ・

アナ リス ト
14,400

配送その他 8,600

表5職 種別平均サラリー

どこから収益をあげているか

今回のコンピュータ ・サービス業界調査を分析した結

果,次 の興味ある結果が判明した。

(1)サ ービス企業の顧客の43%(顧 客数でカウン ト)

は,製 造業者である。次いで卸小売 り業者の29%,

しかし銀行,保 険会社,教 育などの各分野 も顧客 と

して参入してきてお り,製 造,卸 小売 り分野は相対

的に減少しつつある。

②1970年 においては,サ ービス企業1社 当tcりの平

均顧客数は232。 しかし,こ れは大手のサービス企

業を考慮に入れた場合の数字であり,実 際的にはほ

とんど半数のサービス企業の顧客数は50に も満たな
、

いo

㈲ 平 均的サー ビス ・ピ ュロウ(コ ン ピュータ)の 場

合,顧 客 の大部分 は10マ イル以内に分布 している。

しか し傾向 としては,さ らに遠方 の顧客か らも契約

を獲得 しつつ ある。

(4}コ ン ピュー タ ・サービス企業は,近 年ます ます業

務 内容 を拡大 しつつある。中,大 規模の企 業は,フ

ァシ リテ ィ ・マネジメン ト,CPUタ イ ムの販売,

一29一
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入出力サ ービス,ソ フ トウェア開発,教 育 な どを広

範 に提供 しよ うとしてい る。特 に ファシ リテ ィ ・マ

ネジメン トと トレーニ ングの分野に関 しては,そ の

提供者が2倍 近 くに もふ くれ上 ろ うとしてお り,競

争 に一層 の拍車 がかけ られ る ことになろ う。

㈲ ア プ リケーシ ョンについて も,収 益勘定,請 求書

処理,給 与 支払,支 出勘 定な ど多用 な ものを提供 し

てお り,1つ の アプ リケーシ ョン しか サー ビスし

ていない ところはほ とん どない。

⑥ 請負い ソフ トウェア ・パ ッケ ージか ら収入 を得 て

い るところは,全 体の ほぼ3分 の1あ り,ま た標 準

パ ッケージを販売 してい る と こ ろ もほぼ3分1あ

る。またサー ビス企業のほ とん ど半数は キーパ ンチ

業務 をや ってい る。 しか しOCRと かCOMな ど,

デ ータ準備や アウ トプッ ト・サー ビスを行な ってい

るのはまだ少数 に とどまってい る。

結 論

ADAPSO調 査 の 目的 は,コ ン ピュータ ・サー ビス業

界の成長,競 争状態,業 務 の多角化,財 務状態な どを明

らかにす る ところに ある。

1970年 におい ては,赤 字を計上 しtり,破 産 の うき目

に あった ところが多 く,こ の業界始 ま って以来 の最悪の

年・で もあった。 しか しADAPSOの スポー クスマ ン,

JerryDreyer氏 に よる と,楽 観 的な要素 も2つ ほ どあ

ると述べ てい る。 ひ とつは売上げ高が依然 として順 調に

伸 びてい る こと。 もうひ とつは,小,中 規模の企業が利

益 を計上 した ことである。

ADAPSOで は,1971年 は,コ ン ピュータ ・サービス

業 界に とって,ひ とつの転機 にな ると期待 している。 ま

た他の機 関,例 えばTime-SharingEnterprises社 な

どに よれば,リ モー ト・コンピューテ ィング業 界はかな

りの繁栄が見込 まれ てい る。

(注)昭 和46年9月10日 発行 「情報処理ニュース第83号

〔392〕よ り」

なお,当 財団は,ADAPSOの 会員になっているt

め,近 くこのレポー トが入手できるので,こ の記事で

抜けているデータについては,「 情報処理ニュース」

に記載する予定である。
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海外の情報処理関係企業年次報告書 リス ト

1970年,1971年 度

当財団では,各 種調査,研 究開発の資料として,海 外の主要情報処理関係企業の年次報告書を収集しているが
,

これまでに届いたのは次の とお りである。

企 業 名 主 業 務 企 業 名 主 業 務

〔A〕
]
i ComputerSciencesCorp.(CSC) ソ フ トウ ェ ア

ArkansasLouisianaGasCo . ガスi CorningGlassWorks エ レ ク トロニ クス
ArtherIΣLittle

,Inc.(ADL) シ ン ク.タ ン ク1 ComputerSystemsInc。(CSI) エ レ ク トロニ クス
AUERBACHCorp . シ ン ク ・タ ン ク CUTLER/HAMMER,Inc.(CH) エ レ ク トロニ クス
AddressographMultigraphCorp .(AM) 複写機,あ て名印

刷機
CEGOSInformatique ソ フ トウ ェ ア,コ

ンサ ル タ ン ト
AdlniralCorp .

AMF,Inc.

エ レ ク トロ ニ ク ス

エ レク トロ ニ クス

CaliforniaComputerProducts,Inc .(CALCOMP).周辺 機器

AmericanUsedComputerCorp .

AmericanStandard

AMPInc。

AMPEXCorp.

AerojetGeneralCorp .

ArvinIndustries,Inc .

AmericanTelephoneandTelegraph

Co.(AT&T)

AvnetCorp.

AMBAC「IndUstriesInc.

〔B〕

BoltBeranekandNewmanInc .

BurroughsCorp.

TheBUNKER-RAMOCorp.

TheBendixCorp .

BattelleMemorialInstitute

TheBoeingCo.

Bel1&Howell

BeckmanInstruments,Inc .

〔C〕

CompagnieInternationalepour

L'lnformatique(CII)

COMRESS,Inc.

ControlDataCorp.(CDC)

ControlDataAustraliaPty.Ltd .

ControlDataSwedenAB

ComputingandSoftware,Inc.

CollinesRadioCo.

ComputerCommunications,Inc.(CC

ComputerNetworkCorp.(COMNET)

中古 コ ン ピ ュ タ

エ レク トロニ クス

エ レ ク トロニ クス

周 辺 機 器

航 空,宇 宙

エ レク トロ ニ クス

通 信

エ レ ク トロニ ク ス

エ レ ク トロニ クス

コ ン ピ ュ ー タ ・サ
ー ビス

本 体,そ の 他

コ ン ピ ュー タ ・サ
ー ビス,周 辺 機 器

エ レク トロ ニ クス

機 器

シ ン ク ・タ ン ク

航 空 宇 宙

エ レ ク トロニ クス

エ レ ク トロ ニ クス

本体,そ の他

ソフ トウェア

本体,そ の他

本体,そ の他

本体,そ の他

ソフトウェア

エレクトロニクス

通信機器

周辺機器

ComputerTechnologyInc .

ComputerUsageCompany,Inc .(CUC)

〔1)〕

DataGeneralCorp .

TheDieboldGroup
,Inc.

DieboldComputerLeasin9
,Inc.

DigitronicsCorp.

Datatab'lnc.

DataSystemsAnalysts
,Inc.

DictaphoneCorp.

DASACorp.

Corp.(DPF)

DataProcessingFinancia1&Genera1

〔E〕

EX-CELL・-O:Corp .(XLO)

ElectronicMemories&Magnetics

Corp.(EMM)

ErieTechnologicalProducts
,Inc.

TheEquitableTrustCo .

EMRComputer(Subsidiaryof

SchlumbergerLimited)・

ElebitComputer3Ltd .(SubsidiaryofC
ontrolDataCorp.)

ElectronicDataSystemsCorp .

EG&GInc.

EmersonElectricCo.

〔F〕

FairchildCameraandInstr・ument

Corp.

FABRI-TEKincl

フ ァシ リテ ィ ・マ

ネ ジ メ ン ト

ソ フ トウ ェ ア

ミニ ・コ ン ピュ ー

タ

シ ン ク ・タ ン ク

調 査

リース

周 辺 機 器

周 辺 機 器

通 信 機 器,シ ス テ
ム分 析

エ レク トロ ニ クス

通 信 機 器

リー ス

周辺機器

エレクトロニクス

エレク トロニクス

貸付 ・

通信機器他

小型 コ ン ピ ュ ー タ

フ ァシ リテ ィ ・マ

ネ ジ メ ン ト
エ レ ク トロニ クス

エ レ ク トロ ニ クス

エ レ ク トロ ニ クス

周辺機器

一31一
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企 業 名 主 業 務 企 業 名 主 業 務

〔G〕 〔P〕

GeneralElectric(GE) 本体,そ の他 PlanningResearchCorp. ソ フ トウ ェ ア

GeneralTelephone&Electronics 通信 ThePlesseyCo.Ltd. 本体,そ の他
Corp.(GT&E) PrincetonTimeSharingServices,Inc. タ イ ム ・シ エ ア リ

GeneralMotorsCorp. 自動車 (PTSS) ング

GTESylvania 通信

〔R〕

〔H〕

HoneywellInc. 本体,そ の他

RaytheonCo. ミニ ・コ ン ピ ュ ー

タ

Hewlett-PackardCo. ミ ニ ・コ ン ピ ュ ー タ
Riker-MaxsonCorp. エ レ ク トロニ クス

HazeltineCorp. エ レ ク トロ ニ クス RCA 本体,そ の他

Harris-lntertypeCorp. エ レ ク トロ ニ クス

〔S〕

〔1〕

InternationalBusinessMachinesCorp.

(IBM)

InformaticsInc.

本 体,そ の 他

ソ フ トウ ェ ア

SandersAssociates,Inc.

SiemensAktiengesellschaft(Siemens
AG)

TheSingerCo.(SINGER)

周辺機器

本体,そ の他

周辺機器,POS
ター ミナル

InternationalComputers(Holdings)
Ltd.(ICL)

本体,そ の他 SINGERFridenDivision 周 辺 機 器,POS
タ ー ミナ ル

InternationalDataCorp.(IDC) 調査,出 版 SperryRandCorp. 本体,そ の他

SYSTEMSEllgineeringLab. ミニ ・コ ン ビ ュ ー

〔L〕 タ

LMCData,Inc. 周辺機器 SchlumbergerLtd. .エ レ ク ト ロ ニ ク ス

LockheedAircraftCorp. 航空,宇 宙 ScantlinElectronics,Inc. コ ン ピ ュ ー タ ・サ

LTVEIectrosystems,Inc. エ レク トロ ニ クス
一 ビス

LogicaLtd. コ ンサ ル タ ン ト
StandardKollsmanIndustriesInc. エ レ ク トロニ クス

システム分析 SPRAGUEEIectricCo. エ レ ク トロニ ク ス

LittonIndustr三esInc. コ ン グ ロ マ リッ ト SCMCorp. エ レ ク トロニ ク ス

LTVLingAltec,Inc.(aSubsidiary エ レク トロ ニ クス

ofLing-Temco-Vought,Inc.)
〔T〕

TallyCorp. 周辺機器,通 信機

〔M〕 器

McDonnellDouglassCorp. 航空宇宙 TRWInc. エ レ ク トロニ クス

MicrodotInc. エ レ ク トロニ クス Tektronix,Inc. エ レ ク トロニ クス

MEMOREXCorp. 周辺機器 TransitronElectronicCorp. エ レ ク トロニ クス

MOTOROLAInc. 周辺機器 TELEDYNE,Inc. エ レ ク トロ ニ クス

MohawkDataSciencesCorp.(MDS) 周辺機器 TechnicalOperations,Inc. エ レ ク トロ ニ クス

エ レク トロ ニ クス TRACOR,Inc. エ レ ク トロ ニ ク ス

MooreCorp.,Ltd. OCR TracorComputingCorp. コ ン ピ ュー タ ・サ

Miss卯riBancshares,Inc. コ ン サル タ ン ト 一 ビ ス

MonsantoCo. エ レク トロニ クス

3MCo. エ レ ク トロニ クス 〔u〕

P.R.Mallory&Co.Inc. エ レ ク トロニ クス UCCIllternational,Inc. コ ン ピ ュー タ ・サ
一 ビス,ソ フ トウ

エア

〔N〕 UnitedAircraftCorp. 航空
NorthropCorp. エ レ ク トロ ニ クス URSSystemsCorp. サ ービス,公 害防
NorthAmericanRockwellCorp. 航空,宇 宙 止

NIXDORFComputerAG 本 体(小 型),そ の他
・

〔V〕
Nytronics,Inc. エ レ ク トロ ニ クス

VarianAss㏄iates 周辺 機 器 」 ミニ ・

TheNationalCashRegisterCo.(NCR) 本体,そ の他 VarianDataMachines コ ン ピ ュー タ

〔0〕

OakElectro/NeticsCorp. エ レク トロ ニ クス
馳
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〔W〕

WangLaboratories,Inc.

WestinghouseElectricCorp.

WesternUnionCorp.

エ レ ク トロニ ク ス

宇 宙 開 発

電 気,ミ ニ ・コ ン

通 信

〔X〕

XeroxCorp.

XeroxDataSystems,Inc.(XDS) 本体,そ の他

一 ◆新刊報告書のご案内◆

デ ー タ ・コー ド標 準化 体系 調 査(そ の2)(45-Roo2)287頁

1人 に 関す るコー ド

2事 業体 コー・ド

ド【コ済

ド

経

一

●

コ

営

品

軽

物

3

4

産業 の情 報 化 に 関 す る調 査(45-ROO6)254頁

1

2

3

4

5

6

7

総合商社における情報化

広告産業における情報化

繊維産業における情報化

消費財産業における情報化

自動車産業における情報化

電気機械産業における情報化

鉄鋼産業における報報化

8化 学産業における情報化

9石 油産業における情報化

10電 気事業における情報化

11銀 行業における情報化

12証 券業における情報化

13中 小企業における情報化

産業 にお け る情報化 の進展 とその問題点(ID(45-RO10)85頁

1

2

3

4

電気機械工業

機械工業

造船業

生命保険業

5民 間放送産業

6新 聞業

7出 版印刷業

デ ィ ス プ レ イ ・シ ス テ ム の 研 究 開 発(45-SOO2)461頁

第1編

第2編

グ ラフィ ック ・デ ィスプ レイ

のプ ログ ラム ∴システム

JUMPS

第3編 オ ンライ ン ・シ ミュレーシ ・ン言語

第4編 インタラクテ ィブ学 習 システム
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プ ログ ラム調査簿 の閲覧 について

通 商産 業省 が,わ が国の ソフ トウ ェアの流通 を促進す るために調査 し取 りまとめた 「プ ログ

ラム調査簿(昭 和45年 度 版)」 を,当 財団で は,次 の規則 によ り閲覧 に供 してお りますので御

利用 下 さい。

このプ ログ ラム調査簿 は,国 内のコン ピュー タ ・ユ ーザ ー,同 メーカー,計 算 センター,ソ

フ トウ ェア会社等 が開発 し保有 してい るプ ログラムの うち,提 供(有 料,無 料 を問わない)可

能 な ものを収録 した もので,ア プ リケーシ 。ン ・プログ ラム,ラ イブ ラ リィ ・プ ログ ラム,シ

ステム ・プ ログ ラムの分野eと に5分 冊 か らな ってお ります。 当財団 プ ログ ラム調査簿閲覧所

では,当 財団が昭和44年 度 に取 りまとめ たプ ログ ラム登録集 を併せ て閲覧が で きます。

プログラム鯛査簿(ソ フトウェア総覧)閲 覧規則(内規)

第1条 プログラム調査簿(ソ フトウェア総覧)(以 下 「総

覧」 とい う。)の 閲覧は,こ の規則に定めるところによる。

第2条 総覧は,(財)日 本情報処理開発センタ"・・ms務部調査

課(以 下 「閲覧所」 とい う。)に おいて利用者の閲覧に供

するものとする。

第3条 総覧の閲覧時間は,午 前9時30分 ～午後4時30分 ま

で とする。

ただし,土 曜日は次の時間とする。

① 第2,第4土 曜日は午前9時30分 ～午後3時30分 まで。

② 第5土 曜日は午前9時30分 ～正午まで。

第4条 閲覧所の定期休 日は次の とおりとする。

① 日曜日

② 国民の祝 日

③12月29日 ～12月31日 まで,お よび1月2日,3日

④ 第1お よび第3土 曜 日

第5条 総覧の整理その他必要がある場合は,臨 時に休日を

設け,ま たは閲覧時間の短縮をするものとし,そ の旨を閲

覧所に掲示する。

第6条 総覧の閲覧は無料とする。

第7条 総覧しようとするときは,備 え付けの閲覧簿に閲覧

しようとする者の住所,職 業,氏 名その他必要事項を記入

しなければな らない。

第8条 総覧は,閲 覧所の外に持出すことができない。

第9条 係員は,次 の各号の一に該当する者の閲覧を停止ま

たは禁止することができる。

1こ の規則または係員の指示に従わない者

2総 覧を汚損 もしくはき損 し,まiは そのおそれがある

と認められる者

3他 人に迷惑を及ぼしまたはそのおそれがあると認めら

れる者

第10条 本規則は,昭 和46年5月12日 よ り施行する。

プログラム調査簿(ソ フトウェア総覧)利 用上の注意

Lプ ログラム調査簿(ソ フ トウェア総覧)作 成の目的

このプログラム調査簿(ソ フ トウェア総覧)(以 下 「総

覧」 という。)は,昨 年5月 に成立した 「情報処理振興事

業協会等に関する法律」(昭 和45年 法律第90号)(以 下「法」

という。)第5条 の規定に基づ くプログラム調査簿を作成

するため行なわれた書面調査の結果を利用者の便宜に供す

るためプログラム種類別に分類整理した ものであります。

2.こ の総覧は,法 弟5条 に規定するプログラム以外のプロ

グラムであって調査に伴い収集されたプログラムも便宜上

収録してあります。

3.こ の総覧に収録されているプログラムは,す べて調査対

象先で記入していただいた ものをそのまま掲載 してありま

す。従って通商産業省では内容の確認修正等は一切行なっ

てお りません。

4.こ の総覧に収録されているプログラムの提供条件,提 供

方式その他の記載内容については,プ ログラム保有者の事

情等により一部変更等が生ずることもあります。

5.こ の総覧に収録されているプログラムの記載内容等にっ

いてさらに詳細な資料の人手を希望する方はプログラム保

有者と直接連絡をとって下さい。

(参考)

情報処理振興事業協会に関する法律第5条

通商産業大臣は,円 滑な流通を図る必要があると認められ

るプログラム(主 として一の事業分野における情報処理に用

いられるものを除 く)に ついて,そ の概要を記載したプログ

ラム調査簿を作成し,こ れを利用しようとする者の閲覧に供

しなければならない。

」
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JIPDECだ よ
(ジ プデック)
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〔昭和46年 度定例理事会の開催〕

昭和46年5月25日 に開催 した昭和46年度定例理事会に

おいて次の事項の承認を得た。

1.昭 和46年度事業報告

2.昭 和46年度収支決算

3.昭 和46度財産目録および貸借対照表

〔第4次 情報処理実態調査団帰国〕

米国における情報処理および情報処理産業についての

実態を調査するとともに,発 展の背景および今後の動向

を把握するため昭和46年6月26日 ～7月18日 まで23日間

調査団を派遣した。

詳細については現在報告書をとりまとめ申である。

調査団構成

団長 吉田 剛 当財団専務理事

新野 央 三菱石油㈱数理計画部主査

畔柳 修雄 通商産業省重工業月露子政策課

堀川 栄一 警察庁長官官房能率管理課課長補佐

大塚 順三 日本電信電話公社データ通信本部第

2デ ー・タ本部専門調査役

中川 秀邦 当財団総務部主任部員

〔情報処理シンポジウムの開催〕

情報処理知識の啓蒙普及を目的とした情報処理シンポ

ジウムを次により開催した。

〔難波会長IFIP会 議へ出席〕

当財団難波捷書会長および甲本彰彦教育課長は,8月

23日 か ら6日 間にわたりユーゴスラビアのリュブ リャー

ナで開催されたIFIP(国 際情報処理連合)に 出席す

るとともに,欧 州諸国の情報処理の状況を視察した。

〔調査研究開発の受託〕

当財団が,現 在までに受託した昭和46年 度受託事業は

次表のとお りである。

受 託 事 業 名 受 託 先

中小企業向け標準管理システムの開発

事業体コードの標準化に関する調査研究

商品コード(そ の2)工 業標準原案の調査
および作成

岡山県内企業向け業種別電子計算機シス
テムの各種利用方法

農林省給与計算プログラム

中小企業指導担当者研修課程情報処理指
導コースの研修業務

郵便振替業務の機械化に関する調査研究

業種別情報処理標準パターン

工業立地適正化等調査

専用オンライン ・ネッ トワーク ・サービ
スの調査

共用オンライン・ネットワーク ・サービ
スの調査

データ通信における信頼性確保の調査

電話計算サービス,科 学技術計算サービ
スのライブラリの使用評価および調査

電子計算機利用技術の開発

中小企業庁

工業技術院

工業技術院

岡山県庁

農林省

中小企業振興事業
団

郵政省

通商産業省

通商産業省

日本竜信電話公社

日本電信電話公社

日本電信電話公社

日本笛信電話公社

工業技術院

開催 期 ・已馴 テ ー マ

7月7日

8月26,27日

大阪市

富山市

オンライン ・システム技術の動向

企業経営 と情報処理

〔JIPDEC分 室の開設〕

昭和46年4月 より分室(東 京都港区東麻布2丁 目2番

地 麻布飯倉ナショナルコート203号室 電話585-5638)

を開設した。

〔調査研究開発の委託〕 、

当財団が,現 在までに委託しi昭 和46年 度委託事業は

次表のとお りである。

委 託 事 業 名 委 託 先

ソウトウェアの需要拡大の方向およびコ
ンピュータ利用の効果に関する調査

ソフ トウェアの価値に関する調査

る
報
よ
情
に
通
合
流
結
る
的
け
機
お
有
に
の
程
機
過
信
通
通
流
発

と
の
開

襟
等
究

算
品
研

計
食
の

子
鮮
菜

電
生
産

(社)ソ フ トウェア
産業振興協会

(社)ソ ウ トウェァ
産業振興協会

(社)食 品需給研究
センター
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報 告 書 一 覧 表

IFIPコ ンピュ・一夕教育調査報告書

情報化指標作成委員会第2分 科会報告書

情報化指標作成委員会第3分 科会報告書

米国,西 独および仏国における情報処理の実態

データ ・コード標準化体系調査報告書

ソフ トウェア需要構造調査報告書

海外の情報産業

オンライン ・システム技術の動向

産業の情報化に関する調査報告書

伝送制御の標準化

経営情報調査報告書(m)

情報処理サービス業の実態調査

産業における情報化の進展とその問題点(皿)

経営予測のためのデータ・マネージメント

ディスプレイ ・システムの研究開発

遠隔情報処理システムの研究開発

機械工業の生産情報システムにおける意思決定機構の解析

中小企業向け標準販売管理システム解説書

分類番号 頒布価格(一 般)賛 助会員

44-E101在 庫なし

45-ROO1

45-ROO2

45-ROO3

45-ROO4

45-ROO5

45-ROO6

45-ROO7

45-ROO8

45-ROO9

45-RO10

45-SOO1

45-SOO2

45-SOO3

45-SOO4

850

900

800

2,000

在 庫 な し

1,500

1,300

2,000

400

1,300

700

700

1,800

3,500

1,500

1,700

2,810

700

750

600

1,600

1,300

'1
,100

1,600

300

1,000

500

500

1,500

2,800

1,200

1,400

2,810

映画 「コンピュータとソフ トウェア」 ご案内

この映画は,通商産業省重工業局のご指導の もとに,

「ソウトウェアとはどんなものか」,「 どのようにし

て作られるか」を理解して頂 くテこめに作成 したもので

す。

映画は緑の窓口を例にして話が 進 みます。 国鉄 の

「緑の窓口」は,誰 もが知っている 、コンピュータを

使 っナこ座席予約のシステム、です。 、空席を探し予約

をする、だけの簡単なシステムにも 「二人連れが必ず

並んで座れること」などといういろいろな条件が入 っ

て くると簡単にはいかな く,こ こにコンピュータの申

し子のような小びとがいて,指 図されたとお り,て き

ぱきと空席を探 してゆきます。しかし,こ の小びとに

対する命令の与え方次第で,空 席探しの能率は良 くも

なれば悪 くもな ります。それは,ソ フトウェアの良 し

悪 しを意味 します。

能率が良 くて,要 領 の良 いソフ トウ ェアを作 るため

には,結 局 チエの出 し方,ア イデ アの勝 負で,頭 を働

かせ ることが必要だ とい うことが画面に よって説 明 さ

れます。 このよ うに小 びとの活躍 を通 じて,コ ンピュ

ー タの中で行 なわれてい る仕事 の内容
,そ の仕事 をさ

せ るための ソフ トウ ェアの役割,良 い ソフ トウェアと

悪い ソフ トウェアの ちがいな どを ご理解頂 けると存 じ

ますが;併 せ て,ソ フ トウェアの振興 に関す る施策 に

つい て も紹介 してお ります。

頒布価格1本55,000円

貸 出し料(1日)2,000円 .

(16%カ ラ ー29分)

…

…
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当 財 団 の 活 動 等 に つ い て の 問 合 先

当財団の活動 について詳 しくお知 りにな りたい場合は,下 記あてご連絡 くだ さい。

当財団庶務的事項全般については

当財団の事業内容については

各種調査については

電 話 東京(03)434-8211(大 代 表)

総務 部庶 務課(内 線470)

総務 部企 画課(内 線477)

シス テムの調査研 究 につい ては

総 務 音1～訪日査1課(1メ 」線286)

技術部研究課(内 線478)

シス テム及 び プ ログ ラムの研 究開 発 につい ては ・ ・開 発本部 シ ステ ム課又 は開 発課(内 線215)

情 報処 理 に関す る コンサル テ ィング につい ては 開発 本部管 理課(内 線527)

情報処理教育については

情報処理 に関する各種標準化については

情報処理 シンポジウムの内容については

報告書等各種出版物の入手 については

技術部教育課(内 線475)

技術部技術課(内 線536)

総務部調査課(内 線539)

総務部庶務課(内 線470)
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獣 日本情報処理開発センター
東京都 港区 芝公園21号 地1番5機 械振興会館 内(〒105)

電 話 東京(03)434-8211(大 代表)


